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ま X- が き 

この 規格 は， 工業 標準化 法 第 14 条 によって 準用す る 第 12 条第 1 項の 規定に 基づき， 社団法人 日本 機械 
工業 連合会 （JMF) 力^， 工業 標準 原案 を 具して 日本工業規格 を 改正す べきとの 申出が あり， 日本 工業 標 
準 調査 会の 審議 を 経て， 厚生 労働大臣 及び 経済 産業 大臣が 改正 し た 日本工業規格 であ る 。 

これによ つて， JISB 9704-3:2004 は 改正され， この 規格に 置き換えられた。 

こ の 規格 は， 著作権法で 保護 対象 となって いる 著作物で あ る 。 

こ の 規格の 一部が， 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願 又は 実用新案 権に 抵触す る 可能性が あ る こと に 注意 
を 喚起す る。 厚生 労働大臣， 経済 産業 大臣 及び 日本 工業す I 準 調査 会 は， このような 特許権， 出願 公開 後の 
特許 出願 及び 実用新案 に 関わる 確認に ついて， 責任 はもたない。 

JISB9704 の 規格 群に は， 次に 示す 部 編成が ある。 
.IIS B 9704-1 第 1 部： 一般 要求 事項 及び 試験 

JISB 9704-2 第 2 部 ： 能動的 光電 保護 装置 を 使う 設備に 対する 要求 事項 
JIS B 9704-3 第 3 部： 拡散 反射 形 能動的 光電 保護 装置に 対する 要求 事項 



(2) 



お 作 枨は により JWtR での »K, 転載 等 は 禁止され ております。 



日本工業規格 JIS 

B 9704-3： 2011 

(IEC 61496-3: 2008) 
機械 類の 安全性 一 電気 的検知 保護 設備 一 

第 3 部： 拡散 反射 形 能動的 光電 保護 装置に 

対する 要求 事項 

Safety of machinery — Electro-sensitive protective equipment — 
Part 3: Particular requirements for Active Opto-electronic Protective Devices 
responsive to Diffuse Reflection (AOPDDR) 

序文 

この 規格 は， 2008 年に 第 2 版と して 発行され た IEC 61496-3 を 基に， 技術的 内容 及び 対応 国際規格の 構 
成 を 変更す る ことなく 作成した 日 本 工業規格で あ る 。 

なお， この 規格で 点線の 下線 を 施して ある 参考 事項 は， 対応 国^規格に はない 事項で ある。 

電気 的検知 保;！ 設備 （以下， ESPE という。） は， 人に 傷害 を 与える リスクの ある 機械 類に 用いる。 ESPE 
は， 人が 危険 状態に 置かれる 前に 機械 を 安全な 状態に 移行させる ことによって 人 を 保, する 機能 を もつ。 

この 規格 は. JISB 9704-1 (以下， 第 1 部と いう。） と 併せて 用いる 規格で ある。 この 規格 は， 機械 類に 
おける 安全 防護の ために， 検知 機能と して 拡散 反射 形 能動的 光電 保護 装置 （以下， AOPDDR という。） を 
用いる ESPE の 設計， 製作 及び 試験に 対する 要求 事項 を 規定す るた めに， 第 1 部の 対応す る 箇条 を 補足 又 
は 修正す る ものである。 この 規格が 言及して いない 第 1 部の 箇条 は， 妥当な 限り， この 規格の 一部と して 
そのまま 適用す る。 この 規格に おいて 括弧 書きで "追加"， "削除"， "置換え" などと 指示す る 箇所 は， 第 
1 部の 該当 部分 を そのよう に 改めて 適用す る。 

附属 書 AA 及び 附属 書 BB は 参考であって， 規定で はない。 

機械に は その 種類に よって 特有の 危険 源が ある。 この 規格 は， 特定の 機械に 対し ESPE を どのように 使 
用す るか を 規定す る もので はない。 ESPE の 使用方法 は， ESPE の 供給者， 機械の 使用者 及び 監督 機関の 間 
で 取り決める 事項で ある。 この ことに 関して は， 例えば， 第 1 部 及び JISB 9700-2 に 指針が ある。 

ESPE に 用いる 技術 は 複雑で あるた め， 特定の 試験 及び 測定に おいて は 実施 者の 解析 力 及び 専門 能力に 
高度に 依存す る 面が ある。 評価の 信び よう 性 を 高める ために は， 関連す る 専門技術 を もつ 第三者に よる 審 
査を 受ける ことが 望ましい。 

注記 ここでい う 審査と は， 適合 性 認証 を 意味す る もので はなく， 助言， 確認な どの ことで ある。 

1 適用 範囲 

(全文 置換え） 

この 規格 は， 機械 類の 安全 制御システム において 人 を 検出す るた めの 非接触 式の 検知 機能と して 
AOPDDR を 用いる ESPE の 設計， 製作 及び 試験に 対して， 第 1 部に 追加す る 要求 事項に ついて 規定す る。 
AOPDDR が, 安全 関連性 能 を 確実 に 達成す るた め の 要求 事項 に 特に 配慮して いる。 
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この 規格の 附属 書 A 及び 第 1 部の 附属 書 A に 規定す る 追加 安全 関連 機能 を 任意に 付加す る ESPE も， こ 

の 規格の 対象で ある。 

この 規格 は， 特定の 用途の ための 検出 区域の 寸法， 形状， 及び ESPE と 危険 部との 位^ 関係 を 規定す る 
もので はない。 また， 機械の 危険 状態 を 招く 要因に ついて 規定す る もので もない。 この 規格が 規定す る 事 
項 は， ESPE の 機能 及び ESP.E と 機械との インタフェース に関する 事項に 限定す る。 

AOPDDR は， 二次元の 検出 区域に 近 赤外 光 を 投光器から 放射し， 放射 光が 対象 物 （例えば， 人 又は 人の 
部位） で 拡散 反射して 受光 器に 到達す る 成分 を検 知す る ことによって 対象 物の 存在 を 確認 （検出） する。 
注記 1 場合によって は， AOPDDR の 検出 機能に 限界が ある こと を 考慮す る 必要が ある。 例えば， 

一 鏡面 反射 特性 を もつ 対象 物 は， その 拡散 反射 量が 黒色 試験 片の 反射 量よ り も 小さい と き 

は 検出で きない こ とが ある。 
一 この 規格で は， 検出で きる 対象 物の 最小 反射率 を 人の 衣類の 特性に 基づいて 決定した の 
で， この 規格に 規定す る 値よ り も 小さな 反射率 を もつ 対象 物 は 検出で きない ことがある。 
波長が 820〜946 nm 以外の 放射 光 を 用いる AOPDDR, 及び AOPDDR 以外の 装置 か ら の 放射 光 を 用いる 
ESPE は， この 規格の 対象外で ある。 対象外の 放射 光 を 用いる ESPE に対して は， この 規格 は 指針と して 用 
いる こと がで き る 。 検出 能力の 仕様 値が 30〜200 mm の 範囲 外の AOPDDR. も こ の 規格の 対象外で ある。 検 
出 能力が 200 mm 以下の AOPDDR を 垂直 接近 面; 5^0き_ も^) 接 遮丄 における 全身 検出 卜 リ ップ 装置と し 
て 用いる 場合 は， A.12 の 要求 事項 を 満たさなければ ならない。 検出 能力が 30〜70 mm の 範囲 内に ある 
AOPDDR を 垂直 接近す る 人の 部位に よる ト リ ップ 装置と して 用いる 場合 は， A.13 の 要求 事項 を 満たさな 
ければ ならない。 

注記 2 JISB9715 の 6.3 (検知 区域に 対するな なめ 接近の 方向） は， 接近 角 30° 以上の 接近 を 垂直 

接近と 定義し， 接近 角 30° 未満の 接近 を 平行 接近と 定義して いる。 
注記 3 JIS B 9715 の 6.2 (検知 区域に 対する 平行 接近の 方向） は， 能動的 光電 保護 装置 を 用いる ESPE 
を， 平行 接近す る 対象 物を検 知す る 用途に 適用す る 場合 は， 検出 能力 を 50〜117 mm の 範囲 
にす る こ と を 推奨して いる。 
この 規格 は， 人 を 保護す る 用途 以外に も 利用で きる。 例えば， 機械 又は 製品の 機械的 損傷に 対する 防護 
に 関連して 利用して もよ レ 气 そのような 用途に おいて， 例えば， 人 及び 人の 衣服 以外の もの を 検出し なけ 
れ ばなら ない とき は， この 規格 以外に 追加の 要求 事項が 必要と なるこ とも ある。 
この 規格 は， 電磁 両立 性 （£MC) の 放射に 対する 要求 事項 は 扱わない。 

近接 スィッチの ような， 一次元 距離 測定 だけに 用いる 光電 装置 は， この 規格の 対象外で ある。 
注記 4 この 規格の 対応 国際規格 及び その 対応の 程度 を 表す 記号 を， 次に 示す。 

IEi oI49o-3:2008, Safety of machinery ― Electro-sensitive protective equipment — Part 3: Particular 
requirements for Active Opto-electronic Protective Devices responsive to Diffuse Reflection 
(AOPDDR) (IDT) 

なお， 対応の 程度 を 表す 記号" IDT" は， ISO/IEC Guide 21-1 に 基づき， "- 一 致して いる" 
こ と を 示す。 

2 引用 規格 

(追加。 第 1 部の 2. による ほか， 次の 規格 を 適用す る。） 

JIS B 9704-1:201 1 機械 類の 安全性 一 電気 的検知 保護 設備 一 第 1 部 ： 一般 要求 事項 及び 試験 

注記 対応 国際規格 ： IEC 61496-1:2004, Safety of machinery - Electro-sensitive protective equipment 
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— Part l : General requirements and tests 及び Amendment 1 (2007) (IDT) 
JIS B 9715:2006 ^械 類の 安全性 一人 体 部位の 接近 速度に 基づ く 保護 設備の 位置 決め 

注記 対応 国際規格 ： ISO 13855:2002, Safety of machinery- Positioning of protective equipment with 
respect to the approach speeds of parts of the human body (IDT) 
JIS C 0025:1988 環境 試験 方法 （電気 • 電子） 温度 変化 試験 方法 

注記 対応 国際規格 ： IEC 60068-2-14:1984, Environmental testing -Part 2: Tests -Test N: Change of 
temperature (MOD) 
JIS C 6802:2005 レーザ 製品の 安全 基準 

注記 対応 国際規格 ： 1EC 60825-1:2001, Safety of laser products - Part 1: Equipment classification, 
requirements and user's guide (IDT) 
JIS C 60068-2-75:2004 環境 試験 方法 一 電気 • 電子 一 第 2-75 部： ハ ンマ 試験 

注記 対応 国際規格 ： IEC 60068-2-75:1997, Environmental testing -Part 2-75: Tests -Test Eh: Hammer 
tests (IDT) 

EN 471:2003-09, High-visibility warning clothing for professional use — Test methods and requirements 

3 用語 及び 定義 

この 規格で 用いる 主な 用語 及び 定義 は， 第 1 部に よる ほ 力、 次に よる。 
(置換え。 第 1 部の 3.4 を 次に 置き換える。） 

3,4 

検出 区域 (detection zone) 

最小 要求 検出 確率 （4.2.12.2 参照） を 満た して 指定の 試験 片を AOPDDR が 検出で き る 区域。 
(追加。 第 1 部の 用語に， 次 を 追加す る。） 
3.301 

拡散 /X 身 I 形 首 S 動的 光電 保護 装 ifc, AOPDDR (active opto-electronic protective device responsive to diffuse 
reflection) 

そ の 装置 内の 光電 式 投光器が 発生す る 放射 光が， 規定の 二次元 検出 区域に 存在す る 対象 物 を 照射 して 生 
じ る 拡散 反射 波 を， 光電 受光 器が 検 知す る ことによ つて 対象 物 を 検出す る 装置 （以下， AOPDDR という。）。 
3.302 

拡散 反射 形 能動的 光電 保護 装置 検出 能力 （AOPDDR detection capability) 
検出 区域の 中の 規定の 試験 片 （4.2.13 参照） を 検出す る 能力。 
注記 AOPDDR 検出 能力に 影響す る 要素 は， 4.2.12.1 に 示す。 
3.303 

許容 差 域 ^tolerance zone) 

検出 区域の 外側 又は 近傍に おいて 指定の 試験 片 （4.2.13 参照） の 検出 確率が 要求 値に 満たない 区域。 
注記 1 許容 差 域 は， 検出 区域 内で 指定の 試験 片を 検出す る 確率が 要求 値 を 満たす こ と を 保証す るた 

め に 考慮 に 加 える 必要が ある。 
注記 2 検出 確率 及び 許容 差 域の 概念に ついては， 附属 書 BB を 参照。 

4 要求 事項 

次 を 除き^ 1 部の 4. による。 
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4.1 機能 要求 事項 

(置換え。 第 1 部の 4 丄 3 を 次に 置き換える。） 
4.1.3 ESPE の タイプ 

この 規格 は， タイプ 3 の ESPE について だけ 規定す る。 タイプ 3 の ESPE が 特定の 用途に 適する かどう 
か を 判断す る こ と は， その^ 械の 供給者 及び ノ 又は 使用者の 責任で ある。 

タイプ 3 の ESPE は， こ の 規格の 4.2。2.4 の 障害 検出 要求 事項 を 満た さ な ければ な ら ない。 タイプ 3 の ESPE 
にあって は， 正常 運転 状態に おいて その 検知 器が 対象 物を検 知した とき， 又は ESPE への 電源が 断 たれた 
ときに， 少なく とも 二つの OSSD の 各 出力 回路が オフ 状態に ならなければ ならない。 

(追加。 次の 4.1.4 を 追加す る。） 
4.1.4 検出 能力 限定 区域 

光学 窓と 検出 区域 開始 点との 間の 領域 は， 検出 能力 限定 区域と する。 指定の 用途に おいて， 検出 能力 限 
定 区域が 光学 窓 と 検出 区域 との 間に 存在す る ことによって いかなる 危険 源 も 生じない こと が 保証 される よ 
う に， 供給者 は， 検出 能力 限定 区域の 寸法 及び 使用 上の 適切な 情報 を 提供し なければ ならない。 

検出 能力 限定 区域の 外^ は， 検出 面 内に おいて 光学 窓から 50mm を 超えて はならない。 
4.2 設計 要求 事項 
4.2.2 障害 検出に 関する 要求 事項 
4.2.2.2 タイプ 1 の ESPE への 要求 事項 

(削除。 第 1 部の 4.2.2.2 は 適用し ない。） 
4.2.2.3 タイプ 2 の ESPE への 要求 事項 

(削除。 第】 部の 4.2.2.3 は 適用し ない。) 
4.2.2.4 タイプ 3 の ESPE への 要求 事項 

(置換え。 第 1 部の 4.2.2.4 によらず， 次に よる。） 
検知器 内に AOPDDR が 指定の 検出 能力 を 完全に 失う よ う な 単- - 障害 を 生じた とき は， ESPE は 規定の 応 
答 時間 以 内に ロックアウト 状態 に な ら な ければ な ら ない。 

注記 1 検出 区域 を 走査す る 回転 鏡 を 用いる AOPDDR では， 検出 区域 及び 許容 差 域の 外側に 置いた 
参照 物体 を 走査す る こ と によって この 要求 事項 を 満足させる こ とが ある。 
AOPDDR 検出 能力 を 規定値 以下 ま で 劣化 させる よう な 単一 障害が 発生 したと き は， AOPDDR は 5 秒以 
内に 口 ッ クァゥ ト 状態に ならなければ ならない。 

注記 2 AOPDDR 検出 能力の 劣化の 例に は， 次の ものが ある。 
一 検出 可能な 対象 物の 最小 寸法の 増加 
一 検出 可能な^ 小 反射率の 増加 
一 測定 精度の 低下 

ESPE は， 応答 時間が 規定値 を 超える， 又は 少な く も 一つの OSSD が オフ 状態に 移行し な くなる ような 
単 - -- 障害 を 生じた とき は， 応答 時間 内に， 又は 障害 発生から 一定 時間 後に 次の ことがあった ときに， 直ち 
に ロック ァゥ ト 状態に ならなければ ならない。 

― 検知 機能 カ《 作動」 # 羞變 _き途 出 )___ し たと き。 
一 ESPE を オン 又は オフした とき。 

一 起動 インター ロック 又は 再起動 インター ロックが ある 場合， それ を リセットした とき （第 1 部の A.5 
及び A.6 参照）。 

― 外部 試験 信号が ある 場合， それ （ロックアウトさせる 信号） を 入力した とき。 
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注記 3 外部 試験 信号 は， 例えば， ESPE 運用 中の 検知 機能 作動 頻度 j_f 乾岀^ 象 慰お 馋岀 こ 5 
み. す.^ 纏 度).. が 低い こ とが 予想され， OSSD を 試験的に 状態 変化させる こと によって OSSD 
機能 を 確認す るよ う な 特定の 用途に おいて 必要で ある。 
ロック ァゥ ト 状態の 原因に なった 障害が 存続す る 間 は， 主 電源の 停電 後の 復電 又は 他の いかなる 手段に 
よっても ESPE の ロック ァゥ ト 状態 を リセ ッ ト できて はならない。 

ESPE は， ESPE の 危険 側 故障に は 至らない 単一 障害 を 検出で きない まま， 次に 発生す るお 害に よって 危 
険側 故障 を 起こして はならない。 この 要求 事項の 検証に ついては， 5.3.4 による。 
4.2.2.5 タイプ 4 の ESPE への 要求 事項 
(削除。 第 1 部の 4.2.2.5 は 適用し ない。） 
(追加。 次の 4.2.12〜4.2.16 を 追加す る。） 
4.2.12 AOPDDR の 完全 性 (integrity) 
4.2.12.1 一般 事項 

AOPDDR の 設計 は， その 検出 能力が， 次の いずれに よっても， AOPDDR 供給者 及び この 規格が 規定す 

る 限度 以下に 劣化 しない こと を 保証す る も のでな ければ な ら ない。 
一 構成 部品の 経 時 変化 

一 構成 品 特性 （例えば， 受光 器の 感度） の 許容誤差 
一 （例えば， 光学 系の） 感度の 距離 依存性の 変化 
一 指定の 限度までの 調整 

一 AOPDDR の 光学 系 及び 機械 系 構成 品の 不安定な 取 付け 
一 環境 的 妨害， 特に 次の ような もの。 

a) システム ノイズ 

b) 第 1 部の 4.3.2 による 電気 的 妨害 

c) ハウ ジン グの 光学 窓 表面の 汚染 

d) ハウジングの 光学 窓 表面の 結露 

e) 周囲 温度 

f) 周囲 光 

g) 背景 （例えば， 対象 物と 背景との コントラスト） 

h) 振動 及び バンプ 

i) 湿度 

j) 電源 電圧の 変動 及び 停電 

k) 投光 ビームが 周囲 物体 を 照射した ときの 反射光。 特に， 複数の 投受光 器が ある 場合。 
正常な 運転 状態 （第 1 部の 5.1.2.1 参照） において， 単一 障害 （第 1 部の 附属 書 B 参照） だけで は AOPDDR 
が 規定の 検出 能力 を 失う こと はない が， 上記の 条件が 重なり 検出 能力 を 失う 場合に は， それらの 障害 は， 
その 条件の 組合せに おける 単一 障害と みなし， AOPDDR は 4.2.2.4 の 要求 を 満たす ように 単一 障害に 反応 

しなければ ならない。 

注記 構成 品の 経 時 変化が あっても 要求 事項 を 満足す るた めの 対策と して， 基準と する 参照 物体 を 走 
査 する 技術 方策が ある。 同等の 完全 性 力 s 得られる 他の 技術 方策 を 用いる こ と も 排除され ない。 
4.2.12.2 検出 区域 及び 許容 差 域 

供給者 は， AOPDDR の 許容 差 域 を 指定 し な ければ な ら ない。 

許容 差 域 を 指定す る 場合， 供給者 は， 例えば， 信号 対 ノイズ 比 （S/N) の 影響， 並びに この 規格が 示す 
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全ての 影響 及び 供給者が 指定す る 他の 影響 （環境の 影響， 部品の 欠陥な ど） を 考慮した 測定値の ばらつき 
(様 準 偏差 び） を 含む 最悪 条件 を 考慮 し な ければ な ら ない。 

許容 差 域 は， 系統的 妨害， 測定 誤差， 測定値の 分解能な どに 依存す る。 検出 区域 内の 対象 物 検出 を 保証 
する ために 許容 差 域 を 考慮す る 必要が ある。 図 1 及び 図 2 は， 許容 差 域の 例 を 示す。 




① 検出 区域。 この 中で は， 指定の 試験 片が AOPDDR によって 検出され る 確率が 規定値 を 満足す 

る。 

② 許容 差 域。 この 中で は， 指定の 試験 片が AOPDDR によって 検出され る 確率が 規定値 を 満足す 

る 保証がない。 

③ 検出 能力 限定 区域。 この 中で は， 指定の 試験 片が AOPDDR によって 検出され る確书 が 規定値 
を 満足す る 保証がない。 

④ AOPDDR 

注記 1 許容 差 域の 各部 分の 大きさ は， 例えば， 試験 片の 直径 及び ビーム 位置に 関係す る ことに 注 
意し なければ ならない （図 1 の a 参照）。 
わの 値 は， 例えば， AOPDDR の 距離 測定 誤差 （測定 精度） によって 決まる。 
注記 2 検出 区域の 原点 は， 白 抜き X 印で 示す。 

図 1 AOPDDR の 検出 区域— 例 1 
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平面図 



® 検出 区域 

② 許容 差 域 

③ AOPDDR 

注記 a の 値 は， 例えば， 試験 片の 直径 及び ビーム 位置に 依存す る, 
例えば， 距離 測定 誤差 （測定 精度） に 依存す る。 



b の 値 は, 



図 2- AOPDDR の 検出 区域 一 例 2 



試験 片 （4 丄 13 参照） は， それが 榜出 gigg のど こに あっても 最小 "1 一 2.9X10 一 7 ( = 0.999 999 71)" の 
確率で 検出で きな ければ な ら ない。 こ の 検出 確率 を 達成す る た め に， 換出 しる樓 の 外側に 許容 差 域 を 考慮す 
る （図 BB.2 参照)。 このように 許容 差 域 を 検出 区域から 排除す る ことによって， 測定 誤差が あっても ^出 
1^1 内の 試, 験片 は 指定の 確率で 検出 される。 
注記 1 許容 差 域 は， 検出 区域に 含ま ない。 

注記 2 この 規格で 用いる 検出 確率 は， 測定 誤差 （測定 精度） に 依存す る ものであって， 装置の 故障 
確率と は 関係し ない。 

注記 3 AOPDDR の 検出 区域 を 2 組 以上の 投受光 器に よって 形成す る 場合に は， その AOPD ひ R 力、 
各 投受光 器の フィールドが 接する 付近で 検出 能力が 低下し ない こと を 保証す るた めに， 特別 
な 注意が 必要 となる ことがある。 
検出 区域と 許容 差 域との 境界 （検出 区域の 外お） に 試験 片を 置いた と き， この 試験 片の 距離の 測定値 は， 
黒色から 白色までの 任意の 反射率の 試験 片を 用いた 測定値の 分布の 中央 値 （メ ディ アン） でなければ なら 
ない。 供給者 は， 用いた 試験 片の 反射率 及び 計算書 を 明示し なければ ならない。 この 要求 事項 は， 供給者 
の 書類の 検査に よって 検証す る ことができる。 

鼠 室 値 女お ぎ- ^ 中-心— 力-? 後岀— g ナ まょ— 許容- 羞塽. ひ境界ん こ-あ- —る-えき」 ま—、—. 
-. 距離 測定 誤差 分布が 確率 だけに 依存し， 系統的な バイアス （偏り） 誤差がない。 
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二——^ 2—，— —IIP 厘 荬藍着 金存. 力; :1き 分- 屯う 丄 こ-左 ま Mf!* 分布-であ As— 

注記 4 距離 測定 誤差 及び 許容 差 域の 値 は， 必ずしも 一定で はない。 例えば， 測定 距離の 関数と なる 
こと も ある。 

注記 5 検出 区域 を 自動 設定す る 機能 を も つ AOPDDR の 許容 差 域 を 決定す ると き は， 設定 し た 検出 

区域の 大き さ に 対応す る 距離 測定 誤差 を 考慮す る 必要が あ る （A.11 参照)。 
注記 6 附属 書 BB は， 距離 測定 誤差と 検出 確率との 関係に ついて 補足の 情報 を 示す。 
4.2.12.3 走査の 形状， 周波数 及び 応答 時間 

供給者 は， 検出 区域の 関連 パラメタ （距離 及び 走査 角 を 含む。） を 指定し なければ ならない。 走査の 幾何 

光学 形状 及び Z 又は 走査 周波数 は， 規定の 検出 可能 最小 直径 を もつ 試験 片が 検出 区域 内の 最大 距離に ある 

と き 確実に 検出され る よ う に 決定 し なければ な ら ない。 供給者 は， AOPDDR の 対象 物の 検出 可能 最小 寸法 
として， 30〜200 mm の 範囲の 値 を 指定し なければ ならない。 対象 物の 検出 可能 最小 寸法に は 距離 依存性 
があって もよ い。 

注記 1 対象 物の 検出 可能 最小 寸法 を 30〜200 mm の 範囲に 制限す る こと は， 現在の AOPDDR 用途 例 
に基づいて いる。 この 範囲 外の 検出 能力 （検出 可能 最小 直径） を もつ AOPDDR に対して は， 
追加の 要求 事項が 必要 となる ことがある。 
ES.PE は， 検出 可能な 最小 寸法 を もつ 対象 物が 静止して いると きも， 検出 区域 内 を 1.6m/s 以内の 任意の 
速度で 動いて いると きも， それ を 規定の 応答 時間 以内に 検出し なければ ならない。 

応答 時間 は， 特に 走査 周波数 及び 対象 物の 動 き の 最悪 条件 を 考慮 し て， 供給者が 決定 し な ければ な ら な 
い。 供給者 仕様が， 1.6 m/s を 超える 指定の 速度で 動く 対象 物 を AOPDDR 力 《検出で きる とする 場合 は， 指 
定の 最大 速度 以下の いかなる 速度に おいても 要求 事項 を 満足し なければ ならない。 

注記 2 検出 能力 は， AOPDDR の 光 ビーム 走査 設計に 依存す る。 設計の 一例と して は， 最大 検出 区域 
と 許容 差 域 と を 含む 範囲 内に あ る 規定の 試験 片を 一つの ビーム 全体が 照射 し， 隣り合う 二つ 
の ビーム 中心の 間隔 （最初と 最後の もの は 除く。） が 試験 片 直径の 半分 を 超えない ように 走査 
密度 を 設計す る。 このような 条件 を 満たさない 走査 設計で は， 特に 対象 物の 動き を 考慮した 
場合に， 5.2.1.2 及び 5.2.11 に 従って 上記の 検出 要求に 対する 検証が 難し く なる ことがある。 
注記 3 応答 時間の 計算 例 を AA.5 に 示す。 
AOPDDR の 検出 区域 境界 上の 任意の 点から 受光 器に 至る 光路 上の 全ての 点 は， 検出 区域 (4.2.12.2 参照） 
又は 検出 能力 限定 区域 （4 丄 4 参照） の 内部に なければ ならない。 
4.2.13 タイプ 試験の ための 試験 片 
4.2.13.1 一般 事項 

試験 片は， AOPDDR の 一部で ある。 したがって， 箇条 5 の タイプ 試験に 用いる 試験 片は 供給者 力 《用意し 
なければ ならない。 試験 片に は， それ を 用いる AOPDDR の 形式 及び 識別 を 表示し なければ ならない。 

試験 片の 直径 は， 規定の 最大 検出 能力 （検出 可能 最小 直径） と 同じ 値に しなければ ならない。 AOPDDR 
の 検出 能力に よって は， 試験の ために 30〜200 mm の 範囲 内で 別の 直径 （指定した 最大 検出 能力に 相当す 
る 直径と 異なる 直径） の 試験 片が 必要と なるこ とが ある。 

注記 次に 規定す る 試験 片の 最小 有効 長 （0.3m) は， 使いやす さ を 考慮して 決めた ものである。 
4.2.13.2 黒色 試験 片 

黒色 試験 片は， 最小 有効 長 0.3 m の 円柱と する。 試験 片の 表面 は， 通常の 条件 下で 投光器の 波長に おい 
て， 測定 誤差 を 含めて 1.6〜2.0 % の 拡散 反射率 を もたなければ ならない。 この 値 は， 測定に よって 検証し 
なければ ならない。 黒色 試験 片の 拡散 反射率 を 計算に 用いる 場合に は， 1.8% の 公称 値 を 用いなければ なら 
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注記 図 3 は， 黒色 試験 片の 反射率 を 決定す るた めの 調査結果 を 示す。 

ま 施 ■ 者 ： Beruisgenossenschafthches Institut ftir Arbeitsschutz, 53754 Sankt Augustin, Germanv 
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黒色 ベルべ ッ ト MG 20/5 
黒色 上質 コ ーデュ ロイ MG 0/5 
黒色 プラス チッ ク MG 0/5 
黒色 ゴム 長靴 MG 20/5 
黒色 合成 材料 MG 20/5 
黒色 靴 革 MG 20/5 
波- lc (議) 
拡散 反射率 （％) 

記 例えば， 測定の 設定 角度 MG 0/5 は， 入射角 0° 及び 観察 角 5° を 表す。 入射角 は 被 試験 材の 表面 
が 照射 光と なす 角で ある。 お 角 は， 被 試験 材の 観察 方向が 照射 光の 入射 方向と なす 角で ある。 

図 3 — 材料の 最小 拡散 反射率 

4.2.13.3 白色 試験 片 

「i 色 試験 片は， 最小 有効 長 0.3m の 円柱と する。 その 試験 片 表面 は， 投光器の 波長に おいて 80〜90% の 
範囲の 拡散 反射率 を もたなければ な ら ない。 
4.2.13.4 再帰 反射 試験 片 

再帰 反射 試験 片は， 最小 有効 長 0.3 m の 円柱と する。 その 試験 片 表面の 素材 は， 再帰 反射 特性 を もつ も 
のでな ければ な ら ない。 そ の 素材 は， EN 471 の クラス 2 又は 同等の 再帰 反射 要求 事項に 適合 し な ければ な 

ら ない。 

注記 EN 471 の 表 5 に は， 照射 角 5° ， 観察 角 0.2° (12') で， 3 3 cd'lx— 1 'm— 2 とした クラス 2 の 材料 
に 対す る 再帰 反射の 最小 反射係数 を 規定して いる。 
4.2.14 波長 

A0PDDR は， 820〜946 nm の 範囲の 波長で 作動 し な ければ な ら ない。 

注記 この 波長 範囲 は， 衣服の 材料からの 反射 を 検出す るた めに 適切で あると する 研究， 及び 光学 部 



①②③ ④⑤⑥ W ガ 注 
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品 を 入手し やすい こ とに 基づいて いる。 
4.2.15 放射 強度 

AOPDDR 力 《発生 • 投光 する 放射 ビームの 強度 は， 構成 品 故障が ある 場合で も .IIS C 6802 に 規定す るク 
ラス 1M レーザの 最大 出力 又は 最大 エネルギー レベル を 超えて はならない。 クラス 1 レーザと しての マー 
キング は, JIS C 6802 の 5.2 に 適合し なければ ならない。 
4.2.16 機械的 構造 

構成 品の 位置 ずれに よ つ て 検出 能力が 供給者 指定の 限界 値 以下 に 低下す る 可能性が あ る 場合に は， これ 
らの 構成 品の 固定 方法 は， ^擦 だ けに 頼る ものであって はならない。 

注記 追加の 固定 手段な し に 長 だ 円形の 取 付け 穴 を 用いる と ， 例えば バンプの よ う な 機械的 影^に よ 
つ て 検出 区域の 変化 を もたら す 可能性が あ る 。 
4.3 環境 要求 事項 

(追加。 第 1 部の 4.3 による ほ 力 \ 次の 注記 を 追加す る。） 

注記 これらの 要求 事項 は， 特定 用途 [例えば， AGV (無人 搬送 車）， フォークリフト， 移動 式 機械 
などの 移動体に 搭載す る 使用] に対して は 十分で ない ことがある。 
4.3.1 周囲 温度 範囲 及び 湿度 

(追加。 第 1 部の 4.3.1 による ほ 力、， 次に よる。） 
ESPE は， 急激な 温度 変化 及び 光学 窓に 結露 を 招 く よ う な 湿度に さらされた と き， 危険 側 故障 を 起こ し 
て はならない。 

この 要求 事項 は， 5.4.2 の 結露 試験に よって 検証す る。 
4.3.3 機械的 環境 

(追加。 次の 4.3.3.3〜4.3.3.4 を 追加す る。） 
4.3.3.3 温度 変化 

ESPE は， 5.4.4.3 の 試験 後， 損傷 （ずれ 及び/又は 光学 窓の 亀裂 を 含む。） を 生じる ことなく， 正常 運転 
状態 を 継続で き な ければ な ら ない。 
4.3.3.4 耐 衝撃 性 
4.3.3.4.1 正常 運転 状態 

ESPE は， 5.4.4.4.2 の 試験 後， 損傷 （ずれ 及び Z 又は 光学 窓の 亀裂 を 含む。） を 生じる ことなく， 正常 運 
転 状態 を 継続で き な ければ な ら ない。 
4.3.3.4.2 危険 側 故障 

ESPE は 5.4.4.4.3 の 試験 後， 危険 側 故障 を 起こ して はならない。 
4.3.4 ェン クロージャ 

(追加。 第 1 部の 4.3.4 による ほか， 次に よる。） 

ェン クロージャ を 確実に 固定す る 手段 を 備えな ければ な ら ない。 

光学 部品 を 内蔵す る AOPDDR のェン クロージャ は， 供給者 指定のと おりに 取り付けた とき， 少なく と 
も IP65 (J1SC0920 参照） の 保護， 級 を 満足し なければ ならない。 
(追加。 耐 環境 要求 事項と して， 次の 4.3.5 〜む. 10 を 追加す る。） 
4.3.5 AOPDDR の 受光器 等の 光学 部品に おける 光 干渉 

ESPE は， 次の 光に さらされた と き 正常な 運転 状態 を 続けなければ ならない。 
一 白熱 電球 光 

一 高周波 電子 式 電源で 作動す る 蛍光灯 光 
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- 同一 設計の AOPDDR からの 投光 （AOPDDR 供給者から 干渉 回避の ための 取 付 上の 制約が 示されて い 
ない とき。） 

ESPE は， 次の 光 を 受けた と き に 危険 側 故障 を 起こ して はならない。 
- 高輝度の 白熱 電球 光 （ハロゲン 電球， 石英 電球 を 用いた 模擬 昼 光） 
- 定格 電源で 作動す る 蛍光灯 光， 及び 高周波 電子 式 蛍光灯 光 
- スト 口 ボ光 

- 同 一 設計 の AOPDDR からの 投光 
一 せん （閃） 光 灯 

これら の 要求 事項 は， 5.2.1.2 及び 5.4.6 の 試験に よ つ て 検証す る 。 
4.3.6 汚染の 影響 

供給者 は， 指定の 検出 能力 を 維持す るう えで 許容で きる 光学 窓の 均一 汚れの 最大 レベル を， 透過 率の 形 
で 指定し なければ ならない。 

AOPDDR は， 検出 系 本体の 受信 エネルギーが 均一 汚れに よって 30 % 減少しても 正常な 作動 を 続けな け 
れ ばなら ない。 

投受光 器と AOPDDR 検出 区域 開始 点との 間の 汚染 （光学 部品 を 含む） せ, 汚染に よって 指定の 検出 能 
力が 失われる ほ ど 悪化 したと き は， OSSD がォ フ 状態に な ら な ければ な ら ない。 
これら の 要求 事項 は， 5.4.7 の 試験に よ つて 検証す る 。 
注記 5.4.7 に 規定す る 試験 は， 全ての 起こり 得る 汚染の 種^， 例えば， 油， グリース， 加工 中の 材料 
など， を 包含して いると は 限らない。 
指定の 検出 能力 低下 を 検出す る た めの 全ての 汚染 監視 手段 は， こ の 規格の 関連 要求 事項の 全て に 適合 し 
なければ ならない。 
4.3.7 背景の 影響 

背景からの 妨害 （干渉） によって 許容 差 域の 大きさが 指定 値 を 超えて はならない。 この 要求 事項 は， 5.4.8 
の 試験に よって 検証す る。 

注記 1 背景 妨害が 規定値 を 超えた と き OSSD を オフに する よう な 許容 最大 反射率 を 供給者が 指定 
し， AOPDDR 自体に よって 背景 妨害 を 監視す る ことによって， 規定値より 高い 反射率 を もつ 
材料に よる 背景の 影響 を 除 く こ と がで きる。 
注記 2 測定 結果に 悪影響 を 与える おそれが ある 背景の 例に は， コーナ キュー ブ 反射 器， タイル， 金 
属板， 白紙な どが ある。 

注記 3 再帰 反射 器 は， 検出 能力 及び 測定 誤差 （測定 精度） の 試験に おいて は 背景の 一つと する （5.4.8 
参照）。 背景に ある 再帰 反射 器が 測定 を 阻害す るよ う な 特定の 用途で は， 許容 差 域 を 広げる 代 
わりに 他の 手段 を 用いる こ とが ある。 
4.3.8 人為的 妨害 

人が AOPDDR ハウジングの 光学 窓 及び 他の 部分 （あれば） を 覆った ことによって， 又は 検出 能力 限定 
区域 （4丄4 参照） 内に 物 を 置いた こ とに よって 検出 能力が 劣化した 状態で ESPE の 蓮 転 を 継続で きて はな 
ら ない。 そのような 場合に は， OSSD が 5 秒 以内に オフ 状態と なり， 人為的 妨害が 除去され るまで オフ 状 
態 を 継続 し な ければ な ら ない。 

AOPDDR を A.12 の 垂直 接近の 全身 検出 ト リ ッ プ 装置と して 用いる 場合， 及び A.13 の 垂直 接近す る 人の 
部位 を 検出す るた めに 用いる 場合 は， 人為的 妨害が 行われた と き OSSD は 指定の 作動 時間 内に オフ 状態に 
なり， 人為的 妨害が 除去され るまで オフ 状態 を 継続し なければ ならない。 これらの 要求 は， 5.4.9 の 試験に 
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よって 検証す る。 

4.3.9 検出 区域に おける 光学 的 遮蔽 

検出 区域 内に 小さな 物体が 存在しても， AOPDDR は 検出 能力 を 維持し なければ ならない。 この こと は， 
分析 及び 5.4.10 に よ る 試験に よって 検証し なければ ならない。 ソフト ゥヱァ フィ ルタを 用いる 場合に は， 
こ の 分析 は フィルタ アル ゴ リ ズ ム の 検査 を 含ま な ければ な ら ない。 

注記 ソフトウェア フィルタ は， 例えば， 機械の 運転の 信頼性.. 越り 連 を 向上させる ために 
小 さ な 物体 を 無視す る 目的で 用いる ことがある。 
4.3.10 構成 品の 経 時 変化 

検出 能力 を 規定値 以下まで 低下させる よ う な 構成 品の 特性 変動 又は 経 時 変化が 生じた ときに， ESPE が 
危険 側 故障 を 起こ して はならない。 このよう な 変化 は 5 秒 以内に 検出して ESPE を ロック ァゥ ト 状態に し 
なければ ならない。 

基準 とする 参照 物体 を 構成 品の 経 時 変化 及び 特性 変動の 監視に 用いる 場合 は， 参照 物体の 特性 （例えば， 
反射率） の 変化に よって ESPE に 危険 側 故障が 起きて はならない。 構成 品の 経 時 変化 及び 特性 変動の 監視 
に 用いる 参照 物体 は， AOPDDR の"^ 部と して AOPDDR 供給者が 提供し なければ ならない。 

5 試験 方法 

次 を 除き， 第 1 部の 5. を 適用す る。 
5.1 一般 事項 
5.1.1.2 運転 条件 

(追加。 第 1 部の 5.1.1.2 による ほか， 次に よる。） 

試験に 用いる 検出 区域の 大きさに ついて 他に 異なる 規定が な く ， AOPDDR が 検出 区域 設定 手段 を 備えて 
いる^ 合 は， 試験に 用いる 区域 を 次のように 設定し なければ ならない。 
一 〗.0m の 半径， 長さ 及び 幅 （又は これらに 相当す る 要素） を もつ 検出 区域 
一 許容 差 域の 追加 

注記 例えば， 検出 区域 を]. 0m， 許容 差 域 を 0.2 m とすれば， 試験 用 区域 は 1.2 m となる。 
指定の 最大 検出 距離が 1.0 m 未満の AOPDDR に対して は， 1.0 m の 代わ り に 指定の 距離 を 用いなければ 
ならない。 

検出 区域 設定 手段 を もたない AOPDDR に対して は， その 固定の 検出 区域 を 全ての 試験に 用いなければ 
ならない。 

試験の 間， 試験 片は AOPDDR の 検出 区域 面に 垂直に 置く ものと する。 図 4 〜図 10 は， 検出 能力の 完全 
性 及び 光 干渉の 試験に 適用 可能な 配置 を 示す。 
5.1.2.2 測定 精度 

(次の 項目 を 追加。） 
一 光 強度 （照度） の 測定： 士 10% 
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AOPDDR 

検出 面 

試験 片 
光源 

検出 区域 

光 干渉に 関連す る 許容 差 域 
1.0 m 及び 最大 距離 
記 図 5 は， 5.2 丄 2.2 の 試験に 適用 可能な 配置 を 示す。 



図 5 —白 熱 電球 光に よる 検出 能力への 影響 試験 一例 2 



AOPDDR 

検出 面 

試験 片 
光源 

1.0 m 及び 最大 距離 
記 図 4 は， 5.2.1 丄 2 の 試験に 適用 可能な 紀 S を 示す。 

図 4 一白 熱 電球 光に よる 検出 能力への 影響 試験 一例 1 

平面図 rz 



側面図 



①② ③④⑤ ⑥⑦注 



①②③ ④⑤注 
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側面図 平面図 




(I) 光源 

② AOPDDR 

③ 検出 面 
@ 試験 片 

© 背景 （拡散 反射 面， 0.5mX0.5m) 

© 検出 面 内に おける 反射光の 照度 測定 試験 （,U#i 片 なしで 測定） 
⑦ 】.0m 及び 最大 距離 

注記 1 図 6 は， 5.2.1.2.3 による 試験が 可能な 配置 を 示す。 

注記 2 a = QAm, ただし， 少なくとも 背景が 物体と して 検出され ないような 値。 
注記 3 この 例で は， 測定 誤差 （測定 精度） に 及ぼす 干渉 光の 影響 を I 式 験す るので， 図 6 に 検出 
区域 は 示さない。 

注記 4 こ の 試験に 用 レ ^ る 背景の 反射係数 は ， AOPDDR 力 s 用 V ^ る 波長 及び 照度 測定 に 用いる 波長 
の 範囲に おいて 変化して はならない。 

図 6 — 背景 反射光に よる 検出 能力への 影響 試験 



側面図 平面図 




光源 

AOPDDR 

検出 面 

試験 ハ. 

1.0 m 及び 最大 距離 
記 図 7 は， 5.2.1.2.4 に よ る 試験に 適用 可能な 配置 を 示す。 

図 7 — スト ロボ 光に よる 検出 能力への 影響 試験 一例 1 



① ②③④ ⑤ 注 
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平面図 



側面図 



図 8 — スト ロボ 光に よる 検出 能力への 影響 試験— 例 2 



側面図 



平面図 



6 



f 面 内に おける 光の 照度 測定 

AOPDDR 

検出 面 \ リ (4 

光源 

検出 区域 
許容 差 域 

1 図 9 は， f 式 験 5.4.6.4.1, 5.4.6.4.2, 5.4.6.5.2， 5.4.6.5.3, 5.4.6.6.2 及び 5.4.6.8.2 に 適用 可能 

な 配置 を 示す。 



図 9 一光 干渉 試験 



AOPDDR 

検出 面 
試験 片 
検出 区域 

許容 差 域 （干渉の 影,'？ を 受ける。） 
1.0 m 及び 最大 距離 
J 図 8 は， 5.2 丄 2.4 による 試験に 適用 可能な 配置 を 示す c 





①②③ ④⑤⑥ 注 
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平面図 



① AOPDDR'VV 'の 検出 区域 + 許容 差 域。 この 試験の 許容 差 域 は， 試験 環境に 適合し なければ な 
ら ない。 

AOPDDR"B" の 検出 区域 + 許容 差 域。 この 試験の 許容 差 域 は， 試験 環境に 適合し なければ な 
ら ない。 

AQPDDR"A" の 検出 区域 
AOPDDR"B" の 検出 区域 
AOPDDR"A" 
AOPDDR"B" 

ビーム 中心 線 

試験 片。 試験 片は， 両方の AOPDDR の 検出 区域 内に ある。 
記 図 10 は， 試験 5.4.6.7.2 (試験 片 なし) 及び 試験 5.4.6.7.3 (試験 片 あり) に 適用 可能な 配置 

を 示す。 

図 10 — 同 一 設計の 2 個の AOPDDR 間の 干渉 試験 



5.2 機能 試験 
5.2.1 検知 機能 

(置換え。 第 1 部の 5.2.1 によらず， 次の 5.2 丄 1〜5 丄 1.3 による。） 
5.2.1.1 —般 事項 

検知 機能 及び 検出 能力の 完全 性 は， 次の こと を 考慮して 試験 （5.2.1.2 及び 5.2 丄 3 参照） によって 指定の 
とおり に 検証 し な ければ な ら ない。 
- 5.2.1.2.1 に 規定す る 系統的 分析。 

- 試験 は， 規定の 試験 片の 軸が 指定の 検出 区域 内に 置かれた ときに 検出され る こと を 検証し なければ な 
ら ない。 

一 試験 は， 供給者が 指定した 許容 差 域の 大きさ （距離 測定 誤差） を 検証し なければ ならない。 
― 各 試験の 回数， 選択 及び 条件 は， 4.2.12.1 の 要求 事項 を 検証で きる もので なければ ならない。 
表 1 は， 最小限 実施す る 試験 項目の 一覧 を 示す。 



② ま ④ s Is ⑦ ⑧ 注 
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表 1 一 検出 能力の 検証に 最小限 必要な 試験 (4.2.12.1 も 参照) 





試験 


条件 


AOPDDR の 検出 区域 開始 点 と 試験 片車 t 


tl の 間の ii 


巨 離 （図 1 参照） 


最小 検出 距離 
(MPD) 
注記 6 参照 
注記 7 参照 


MPD + 0.1 m 
注記 6 参照 
注記 7 参照 


0.5 m 


1.0 m 


1.0 m 

ごと 


最大 
範囲 


a 


反射 申： 


:M 色, ぶ 後片 
(4.2.13.2 参照） 


〇 


.〇 


〇 


〇 


〇 


〇 


b 


反射率 


白色 試験 片 
(4.2.13.3 参照） 


o 


o 


o 


〇 


o 


o 


c 


反射率 


再帰 反射 試験 片 
(4.2.13.4 参照） 


o 


o 


o 


〇 


o 


o 


d 


構成 品の 経 時 変化 


注記 1 参照 








〇 






e 


構成 品の 検出 不能 
|) 早 き 


注記 1 参照 








〇 






f 


供給 電圧 変動と 停 
電を 除く 電気 的妨 

口 


第 1 部の 4.3.2, 5.2.3.1 及び 
5.4.3 を 適用 








〇 






g 


供給^ 圧 変動 

及び 停電 


Irpl f f 二-— Ji WA. 1 | 

黒色 sAl. ぉ片 
(4.2.13.2 参照） 












〇 


h 


ハウジングの- 光学 

念 表囬の 7ち 染 


注記 1 参照 








〇 






i 


周囲 温度 変化 


50 °C 又は 最大 
(注記 2 参照） 












〇 


j 


周囲 温度 変化 


°C 又は 最小， 非 結露 
(注記 3 参照） 












〇 


k 


湿度 


こ の 規格 及び 第 1 部の 5.4.2 

適用 








〇 






1 


光 干渉 


表 2 参照 ： 光 干渉 試験 一覧 








〇 






m 


背景 妨フ 7 


その 設計の 最悪 条件で 黒色 
試験 片と 背景との 間の 距離 

(注記 4 参照） 
背景 反射率 ： 

a) コーナ キュー ブ 反射 器 

(注記 5 参照） 

b) 1.8〜5% 

c) a) と b) 間の 他の 反射率 

(関連す る 場合） 












〇 

〇 
〇 


n 


振動 及び バンプ 


この 規格 及び 第 1 部の 5.4.4 

適用 








〇 






注記 1 構成 品の 経 時 変化， 構成 品の 検出 不能 障害 及び ハウジング 光学 窓 表面の 汚染の 影響 は， 耐久 試験の 中で 検 

証す る。 そう でない 場合， 追加 試験が 必要 となる。 
注記 2 試験 槽 内 の AOPDDR — 試験 槽 を 開く 一 1 分以 内 に 試験 開始。 
注記 3 試験 槽 内の AOPDDR — 試験 槽を開 く —結露な し 試験。 
注記 4 背景 は， 図 14 に 示した ように 配置し なければ ならない。 
注記 5 4.3.7 の 注記 1 及び 5.4.8 も 参照。 

注記 6 物理的な 制約の た め に 規定の 距離が と れ ない 場合 は， 試験 片は 規定の 距離に でき る だけ 近い 検出 面に 置か 
なければ ならない。 

注記 7 黒色 試験 片の 場合， 検出 能力 限定 区域の 寸法 を 加えなければ ならない。 
注記 8 表 中の 〇 印 は 試験 実施 W 目で あ る こと を 示す。 
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5.2.1.2 検出 能力の 完全 性 
5.2.1.2.1 一般 事項 

AOPDDR が 指定の 検出 能力 を 維持す る こ と 又は 危険 側 故障 を 起こさな いこ と を 検証し なければ ならな 
い。 検証 は， 4.2.12.1 に 規定す る 全ての 条件の 組合せ 及び 5.3.4 に 規定す る 障害 反応 条件 を 考慮に 入れて 実 
施 し な ければ な ら ない。 AOPDDR の 設計 を 系統的 分析 し て 検証 し な ければ な ら な い。 適切な 場合 及び Z 又 
は 必要な 場合 は 試験 を 実施 し て 検証 し な ければ な ら ない。 系統的 分析の 結果から， 箇条 5 の 中の どの 試験 
に 応答 時間の 測定 を 追加す る 必要が あるか を 決定し なければ ならない。 

検出 能力の 完全 性 を 検証す るた め に 必要な 測定の 条件 及び 回数の 決定に は， 5.2.1.1 に 示す 試験の 目 的 を 
考慮し なければ ならない。 検出 区域 内に おける 検出 能力の 完全 性 を 検証す るた めに は， 少なく も 表 1 及び 
表 2 に 示す 一連の 測定 を 必要な 各位 置で 行わなければ ならない。 2 組 以上の 投受光 器 を もつ AOPDDR にお 
いて は， 一般に 各 投受光 器に 対する 測定が 必要と なる。 検証の ために 測定値が 必要な 場合， 各 試験 結果 は 
試験 片の 各位 置に おける 最少 1 000 回の 測定に 基づく もので なければ ならない。 

注記 1 測定値の 記録 及び 分析 を 含む 試験 を 行うた めに， 製造業 者が 提供す る 特別な ツールの 使用が 
必要に なるこ とが ある。 

5.2 丄 2.2〜5.2 丄 2.4 の 試験の 設定 は， 試験に 供す る AOPDDR の 特性に 適応す る もので なければ ならない。 
光 干渉 試験 は， 少なくとも， 黒色 試験 片 （4.2.13.2 参照） を 用いて， AOPDDR と 試験 片 との 間の 距離が， 
1.0 m 及び 最大 検出 距離 （検出 区域 最大 時） に対して 行わなければ ならない。 光 干渉 試験の 試験 順序 は， 
次に よる。 

一 試験 開始 前に， 試験 片を 要求され る 距離に 置く。 図 5 又は 図 8 による 試験に おいて は 検出 区域の 境界 

に H. く 。 

一 起動 インター ロック 又は 再起動 インター ロック は， 図 5 又は 図 8 による 試験が 行われて いる 間中， 作 
動 させて はならない。 

― 図 5 又は 図 8 による 試験が 行われて いる 間， AOPDDR は 正常 運転 状態に あり， OSSD は オフ 状態に な 

ければ ならない。 
- 干渉 光源 を 点灯す る。 
一 試験 を 3 分 間 続ける。 

注記 2 本質的な 設計 条件 （例えば， AOPDDR の 光学— 機械 系の 構造） によって は， 別な 距離に おい 

て 追加の 測定が 必要と なるこ とが ある。 
注記 3 AOPDDR 自体の 診断 及び 設定 ツール （例えば， ソフトウェア） を， これらの 測定の ために 用 
いても よい。 
5.2 丄 2.2 白熱 電球 光の 影響 

白熱 電球 光が 検出 能力の 完全 性に 及ぼす 影響 は， 図 4 又は 図 5 に 示す 配置で 試験 し な ければ な ら ない。 
図 4 に 従って 試験す る 場合， 検出 能力の 完全 性 を 検証す るた めに は 測定値が 必要で ある。 図 5 に 従って 試 
験す る 場合， ESPE は その 試験 手順 を 実施す る 間， オフ 状態 を 維持し なければ ならない。 

1.0 m の 作動 距離で 試験す る 場合に は， 光の 強さ （照度） は， AOPDDR の 光学 窓に おいて 測定し なけれ 
ばなら ない。 最大 作動 距離で 試験す る 場合に は， 光の 強さ は， 試験 片 から AOPDDR の 方向に 1.0 m の 距離 
における 検出 面で 測定し なければ ならない。 干渉 光 は， 受光 器の 光軸 （一つ 又は 二つ 以上） に 沿って 向け 
なければ ならない。 検出 能力の 完全 性 （測定 誤差） に 及ぼす 白熱 電球 光の 影響 試験 は， 次のように 行わな 
ければ ならない。 

- 光の 強さ は， AOPDDR が 正常 運転 状態 を 保持で きる 範囲で 最大値 3 000 lx に できるだけ 近い 値に する。 
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- 妨害 直接 光の 強さが 1 500 lx を 下回 ら な ければ AOPDDR が 正常 運転 状態 を 維持で きない と き は， 拡散 
反射 表面 を もつ 0.5 mX0.5 m の 反射 板 を 用いて， AOPDDR への 反射光に 対する 追加 試験 を 行わな けれ 
ばなら ない。 この 反射 板 は， 検出 区域 及び 許容 差 域の 外側に 置かなければ ならない。 この 試験に 用い 
る 反射 板の 拡散 反射係数 は， AOPDDR が 用 レ ゝ る 波長 範囲 及び 照度 測定 に 用いる 波長 範囲 において， 
80% より 大きく しなければ ならない。 この 追加 試験の 光の 強さ は 3 0001x (AOPDDR が 正常 運転 状態 
を 保つ う え で 許容す る 最大値） にで きる だ け 近い 値 に し な ければ な ら ない。 

注記 干渉 光源， 試験 片 及び AOPDDR の 相対 位置 関係が 検出 能力に 影響す る ことがある。 例えば， 
干渉 光 レベルが 急激に 変化して から AOPDDR が 正常に 復す るまでに 一定の 回復 時間が 必要で 
あるた めに， 干渉 光源の 点滅 直後に 試験 片を 走査した ときに 検出 能力が 失われる こ とが ある （図 
4 及び 図 5 參 照)。 
5.2.1.2.3 背景に 反射した 白熱 電球 光の 影響 

背景に 反射した 白熱 電球 光力 《 検出 能力の 完全 性に 及ぼす 影響 は， 図 6 に 示す 配置 を 用いて 試験し なけれ 
ばな ら ない。 試験 は， AOPDDR が 正常 運転 状態 を 保つ 限界 と なる 最大 照度 レベルで 実施し なければ な ら な 
い。 こ の 照度 は 最小で も 1 500 lx でなければ ならない。 3 000 lx を 超えて も AOPDDR が 正常 運転 状態 を 保 
つと き は 3 000 k とする。 反射光の 照度 測定 は， 検出 面に おいて 試験 片の軸 上で 行わなければ な ら ない。 

検出 能力の 完全 性 （測定 誤差） に 及ぼす 白熱 電球 光の 影響に 関する これらの 試験 は， 次の 条件で 行わな 
ければ ならない。 

一 光 は， 5.46.2 に 示す 白熱 電球 光源に よって 発生させる。 
一 光源 は， 検出 区域 及び 許容 差 域の 外側に 置く。 
一 光 は， できるだけ 検出 面に 近くに 沿うよう に 向ける。 
5.2.1.2.4 ストロボ 光の 影響 

検出 能力の 完全 性に 及ぼす ス ト ロボ 光の 影響 は， 図 7 又は 図 8 に 示す 配置 を 用いて 試験し なければ なら 
ない。 図 7 によって 試験す る 場合 は， その 検出 能力の 完全 性 を 検証す るた めに 測定値が 必要で ある。 図 8 
によって 試験す る 場合 は， ESPE は， その 試験 手順 を 実施す る 間 オフ 状態 を 維持し なければ ならない。 光 
の 強さの 測定 は 50 Hz で 行わなければ ならない。 試験 は， 3 分の 間に 5〜200 Hz に 直線 的に 増加す る せん 
(閃） 光 周波数で 行わなければ ならない。 フラッシュ 管の 位置 は， その 試験の 間 一定に しなければ ならな 
■ 

検出 能力の 完全 性に 及ぼす ス ト ロボ 光の 影響 試験 は， 次の 条件で 行わなければ ならない。 
一 光 は， 5.4.6.2 に 示す ストロボ 光源に よって 発生させる。 

一 図 7 及び 図 8 に 示す よ う に， 光源 は 試験 片 から 3m の 位置に 置く。 AOPDDR が 正常 運転 状態 を 保てな 

いとき は， 正常 運転 を 保てる 位置まで 光源 を 離す。 
一 光源 は， 検出 区域 及び 許容 差 域の 外側に 置く。 
- 光 は， できるだけ 検出 面 近くに 沿うよう に 向ける。 
5.2.1.3 検出 能力の 耐久 試験 

次の 耐久 試験 を 行う ことによって， 検出 能力の 耐久性 を 検証し なければ ならない。 5.2.1.2 に 従って 実施 
した 試験 及び 分析の 結果 を， この 試験に 用いる 最悪 条件 及び 適切な 試験 片 （4.2.13 参照） を 決定す るた め 
に 用いなければ ならない。 

第 1 部の 5 丄 3.3 による 限定 機能 試験 B (B 試験） を， 決定した 最悪 条件の 下で ESPE を 連続 運転 状態に 
して 行う。 試験 片は 最悪 条件の 位置に 置き， この 位置に 150 時間 保持す る。 最悪 条件の 位置が 二つ 以上 あ 
る 場合 は， 試験 片を 各位 置に 置いた 試験 を 行わなければ な ら ない。 検出 能力 限定 区域が 存在す る 可能性 も 



作 権 法に よ り 無断での «[», は 禁止され て おります。 



20 

B 9704-3 ： 2011 (IEC 61496-3 ： 2008) 

考慮し なければ ならない。 

注記 1 最悪 条件 を 模擬す るた めに ハードウェア 及び ソフト ゥヱァ （ある 場合） を 変更しても よい。 
注記 2 試験の 配置 例 を， 図 11 及び 図 12 に 示す。 

平面図 




設定した 検出 区域 
許容 差 域 

最悪 条件の 反射率 を もつ 背景 （背景が 測定値に 影響す ると き）。 

AOPD:DR。 AOPDDR は， 例えば， 光学 窓の 汚れ （均一 及び 斑点 状の 検出され ない 最大限の 
汚れ)， 構成 品の 経 時 変化に よる 最大限の 劣化な ど を 伴う。 

試験 片。 黒色 試験 片の 場合 は 白色 試験 片の 場合よりも 信号 対 ノイズ 比 （S/N) 力 《低くなる。 

検出 区域の 最大 範囲 

AOPDDR の 設計に 依存す る 距離 

図 11 一 耐久 試験の ための 配置— 例 1 



① ② ③ ④ ⑤⑥⑦ 



謦 fWKt に よ り 崖 断での WW, 転截 ，(よ 禁止され て お り ま す。 



21 

B 9704-3 ： 2011 (EC 61496-3 ： 2008) 



平面図 




検出 能力 限定 区域 
設定され た 検出 区域 
許容 差 域 

AOPDDR。 AOPDDR は， 例えば， 光学 窓の 汚れ （均一 及び 斑点 状の 検出され ない 最大限の 
汚れ)， 構成 品の 経 時 変化に よ る 最大限の 劣化な ど を 伴う。 

試験 片。 黒色 試験 片の 場合 は 白色 試験 片の 場合よりも 信号 対 ノイズ 比 （S/N) が 低くなる。 
言 己 1 a^50 mm (4.1.4 による。） 
記 2 r= 試験 片 半径 

図 12 — 耐久 試験の ための 配置 一例 2 



5.2.3 限定 機能 試験 
5.2.3.1 一般 事項 

(追加。 第 1 部の 5.2.3.1 による ほか， 次に よる。） 
他に 異なる 規定がない 限り， 限定 機能 試験に は 4.2.13.2 又は 4.2.13.3 の 試験 片を 用いなければ ならない。 
(追加。 次の 5.2.9〜5.2J4 を 追加す る。） 
5.2.9 タイプ 試験 用の 試験 片 

試験 片の 指定の 反射率 （値） は， 供給者の 書類 （試験 結果に 基づく もの） の 検査 又は 測定に よって 検証 
しなければ ならない。 この 規格の 関連 要求 事項に 適合す る 場合 は， 別の 反射率の 試験 片を 用いても よい。 
5.2.10 距離 測定 誤差 

距離の 測定 誤差 及び 許容 差 域 を 決定す るた めの 供給者の 計算 結果 は， 5.2.1 による 検出 能力 測定の 結果と 
比較す る ことによ つて 正確 性 及び 妥当性 を 検証 し な ければ な ら ない。 
5.2.11 走査の 形状， 周波数 及び 応答 時間 

走査 形状 及び 走査 周波数に 関連す る 要求 事項 は， 分析 及び/又は 測定に よ つ て 検証 し な ければ な ら ない。 
応答 時間の 計算 値 は， 接近 速度， 最悪 条件と なる 接近 方向， 走査 原理な ど を 分析して 検証し なければ なら 



① ②③④ ⑤注注 



著作権法 により 無断での お ft':')' は';; 止されて おります。 



22 

B 9704-3 ： 2011 (IEC 61496-3 ： 2008) 

ない。 必要な 場合， 追加の 静的 及び 動的 測定 を 行わなければ ならない。 
5.2.12 波長 

発光 波長 は， 発光 器の 試験 成績 書の 検査 又は 測定に よって 検証 し なければ な ら ない。 
5.2.13 放射 強度 

放射 強度 は， JIS C 6802 による 測定 及び 投光 素子 供給者の 書類の 検査に よ つて 検証 し な ければ な ら ない。 
クラス 1 レーザと しての マーキングが 正しい こ と を 検証し なければ ならない。 
5.2.14 機械的 構造 

4.2.16 の 要求 事項 は， 検査に よって 検証し なければ な ら ない。 
5.3 障害 状態の 性能 試験 
5.3.2 タイプ 1 の ESPE の 検証 試験 

(削除。 第 1 部の 5.3.2 は 適用し ない。） 
5.3.3 タイプ 2 の ESPE の 検証 試験 

(削除。 第 1 部の 5.3.3 は 適用し ない。) 
5.3.4 タイプ 3 の ESPE の 検証 試験 

(追加。 第] 部の 5.3.4 による ほか， 次に よる。） 
検出 能力に^ S する 構成 品の 特性 漂 動 又は 経 時 変化が， 4.3.10 に 従って OSSD を 5 秒 以内に オフ 状態に 
する こと を 検証し なければ ならない。 
5.3.5 タイプ 4 の ESPE の 検証 試験 

(削除。 第 1 部の 5.3.5 は 適用し ない。） 
5.4 環境 試験 

5.4.2 周囲 温度 変化 及び 湿度 

(追加。 第い 部の 5.4.2 による ほか， 次に よる。） 
ESPE に対して， 次の 結露 試験 を 実施し なければ ならない。 
― ESPE に 定格 電圧 を 供給し， 周囲 温度 5 °C の 試験 槽 に]. 時間 保持す る。 
- 2 分 以内に， 周囲 温度 25±5 °C， 相対湿度 （70±5) % の 状態まで 変化させる。 
― C 試験. (お 丄： 1^ お^ ^ 参 魁; )__ を， 黒色 試験 片 （4.2.13.2 参照） を 用いて 10 分 間 実施す る。 
一 再起動 インター ロックが ある 場合， C 試験の 間 これ を 無効に する。 
- C 試験 をして いる 間， ESPE が 指定の 検出 能力 を 保つ こ と を 検証す るた めに， 

a) 5 丄]. .2 に 示す ように 検出 区域 を 設定し， AOPDDR と 試験 片 軸との 間の 距離 1.0 m で ESPE を 作 
動させる。 又は， 

b) 測 定値 を 用いて 検証 す る 。 
5.4.4.1 振動 

(追加。 第 1 部の 5.4.4.1 による ほ 力、， 次に よる。） 
振動 試験の 終わりに， AOPDDR の 光学 窓に 損傷 （ずれ 及び Z 又は 亀裂 を 含む。） がない こと を 点検し な 
ければ ならない。 

検出 区域の 検出 面の 方向 性， 大きさ 又は 位置が 変化して いない こ と を 試験に よって 検証し なければ な ら 
ない。 

5.4.4.2 ノ K' ンプ 

(追加。 第 1 部の 5.4.4.2 による ほか， 次に よる。） 
バンプ 試験の 終わりに， AOPDDR の 光学 窓に 損傷 （ずれ 及び/又は 亀裂 を 含む。） がない こと を 点検し 



^作 権 法に よ り Jn[W? ての 中ム莰^ は^ ll されて お ります, 
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なければ ならない。 

検出 区域の 検出 面の 方向 性， 寸法 又は 位置が 変化して いない こと を， 試験に よって 検証し なければ なら 
ない。 

(追加。 次の 5.4.4.3-5.4.4.4 を 追加す る。） 
5.4.4.3 温度 変化 

ESPE は， JIS C 0025 に 従って 次の 条件に よる 試験 Na を 実施 しな けれ ば ならない。 
一 低位 温度 T A ： — 25 °C 
- 高位 温度 T B ： 70 °C 
- 4 サイクル 

― 温度 サイクル 中 は， ESPE に 電源 を 投入し ない。 
一 持続 時間 ^ ： 60 分 

一 試験 後， AOPDDR の 光学 窓に 損傷 （ずれ 及び Z 又は 亀裂 を 含む。） がない こと を 点検す る。 

- ESPE の 正常 運転の 継続が 可能で ある こ と を 検証す るた めに， 第 1 部の 5.1.2.1 による 試験 環境で B 試 

験 J— 第丄 部". さ, m 参照.)... を 実施す る。 

5.4.4.4 八ンマ 試験 
5.4.4.4.1 一般 事項 

ESPE は， 次の 数値 及 び 条件 を 用いて JIS C 60068-2-75 による 試験 を 実施 しなければ ならない。 
一 3 回の 打:^ を 加える。 

- 堅固な 支持 平板に 通常の 手段に よって ESFE を 取 り 付けた 状態で 行う。 
一 初期 測定 は 行わない。 

- 検出 平面 内 にある 光学 窓の 中心に 打撃 力 を 向ける 姿勢で 行 う 。 
一 打撃 を 加える 間 は ESPE に 電源 を 投入し ない。 

5.4.4.4.2 の 試験 を， 5.4.4.3 の 温度 変化 試験の 完了後， かつ, 5.4.5 の 試験 前に 実施し なければ ならない。 

5.4.4.4.3 の 試験 を， 5.4.5 の 試験の 完了後に 実施 し な ければ な ら ない。 
5.4.4.4.2 正常 運転の 確認 

ESPE せ, JIS C 60068-2-75 に よ る 打撃 を 加えた 後 も 正常 運転の 継続が 可能で ある こ と を 試験す る。 次の 
数値 及び 条件 を 用いな ければ な ら ない。 
一 0.5 J の 打撃 エネルギー 

- 試験に 引き続き， AOPDDR を 点検す る。 光学 窓に， ずれ 又は 亀裂が あって はならない。 

- 指定の 検出 能力が 打^に よって 低下す ると 推定され る 各位 置に 試験 片を 置いて B 試験 __ (第 _丄塑_ ゆ 

さ.. m 豢. 照).. を 実施す る。 

5.4.4.4.3 危険 側 故障の 確認 

ESPE せ, JIS C 60068-2-75 に よ る 打撃 を 加えた 後に 危険 側 故障 を 起こさ ない こ と を 試験す る。 次の 数値 

及び 条 件 を 用いなければ ならない。 
一 2.0 J の 打 核エネルギー 

- 試験に 引き続き， AOPDDR の 光学 窓に， ずれ 及ぴノ 又は 亀裂 を 点検す る。 

一 指定の 検出 能力が 打撃に よって 低下す ると 推定され る 各位 置に 試験 片を 置いて c 試験.」 蓮 _丄 ：經 び;) 

さ.. mfiil を 実施す る。 
5.4.5 ェン クロージャ 

(置換え。 第 1 部の 5.4.5 によらず， 次に よる。） 
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この 規格の 4.3.4 の 保護 等級に 関する 要求 事項 は， 5.4.4 の 試験 （5.4.4.4.3 は 除く。） の 完了後に JIS C 0920 
に 従って 試験し なければ ならない。 4J.4 の その他の 要求 事項 は， 点検に よって 検証し なければ ならない。 

(追加。 次の 5.4.6〜5.4.】0 を 追加す る。） 
5.4.6 AOPDDR の 受光器 等の 光学 部品への 光 干渉 
5.4.6.1 一般 事項 

5.4.6.4-5.4.6.6 に 規定す る AOPDDR の 受光器 及び その他の 光学 部品に おける 光 干渉の 影^に ついての 試 
験 は， 他に 異なる 指定がない 限り 次の 一般 条件の もとで 実施し なければ ならない。 
一 光源 は， 検出 区域 及び 許容 差 域の 外側に 置く。 
― 光 は， できるだけ 検出 面の 近くに 沿って 向ける。 
一 干渉 光 は， 受光器 （一つ 又は 二つ 以上） の 光軸に 沿うよう に 向ける。 
一 光の 照度 測定 は， AOPDDR の ハウ ジン グ 面で 実施す る 。 

試験の 配置 は， 供 試の AOPDDR の 特性に 適応す る もので なければ な ら ない。 AOPDDR の受光 器に 対す 
る 光 干渉の 試験に 適用で きる 配置 を 図 9 に 示す。 全ての 試験 は， 黒色 試験 片 （4.2.13.2 参照） を 用いて 実 

施 し なければ な ら ない。 b 試験... (箦丄 都.?? m?. # 照)... 及び C 試験.. (第. し鄣". き..? H 参. 照).. の 実施 中， 

試験 片は， 干渉 光 を 遮断し ないよう に 検出 区域に 導入し， AOPDDR から 一定の 距離 を 保ちながら 検出 区域 
の 中 を 約 0. 1 m/s の 速度で 移動 させなければ ならない。 
5.4.6.4.3, 5.4.6.4.4, 5.4.6.5.4, 5.4.6.5.5 及び 5.4.6.6.3 に 規定す る 試, 験 は， 検知 又は 距離 測定の ために 必要 

な 光学 部品 以外に も 干渉 光の 影響 を 受ける 光学 部品 を もつ AOPDDR だけに 実施す る。 これらの 試験 は， 
図 9 と 同等の 試験 配置に よって 実施し なければ ならない。 光 干渉に よる ESPE の 危険 側 故障の 有無 を 確認 
する ために （例えば， 光 干渉が あるときに 汚染 監視 手段 を 原因と する ESPE の 危険 側 故障が ないか を 検証 
する ため に） 試験 条件の 組合せ 又は 追加の 必要性 を 決定す るた めに， 光学 部品の 特性 及び その 意図す る 機 
能の 分析 を 実施 し な ければ な ら ない。 

注記 光学 部品に は， 投光器， 受光 器， 反射 器， レンズな ど， AOPDDR の 一部と して 備える ものが あ 
る。 

表 2 は， 光 干渉 試験の 一覧 を 示す。 
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衣 2 _ 光 干渉 試験一 見 



細分 箇条 


関連 試験 


光源 


光の 照度 £ 
k 


測定 位置 


図 


試験 
手順 


備考 


5.2.1.2.2 


測定 精 S 


白熱 電球 


E£3 000 
注記 1 参照 


5.2.1.2.2 

参照 


4 

又は 
5 


― 


測定に は 図 4 を 適用で きる。 
反射光 を 使う 追加 試験が 必 
要と なること も ある 
(5.2.1.2.2 参照）。 


5.2.1.2.3 


1 500^^3 000 
注記 1 参照 


試験 片を含 
む 面 内 


6 


― 


背景に よる 反射光 


5.2.1 欄 


ストロボ 


― 


又は 
8 


― 


測定に は 図 7 を 適用で きる。 


5.4.6.4.1 


正常 運転 


白熱' « 球 


1 500 


AOPDDR 

の受光 器の 
前 


9 


1 


5.4.6.4.1 の a) 又は b) の 追 

加 試験が 必要と なるこ と も 

あ る。 


5.4.6.4.2 


危険 側 故障 


3 000 


2 


5.4.6.4.2 の a) 又は b) の 追 

加 試験が 必要 となる こと も 

あ る。 


5.4.6.4.3 


正常 運転 


1 500 


他の 受光器 
の 前 




1 


注記 2 参照 


5.4.6.4.4 


危険 側 故障 


3 000 




2 


注記 2 参照 


5.4.6.5.2 


正常 運転 


蛍光灯 






9 


1 


最小 検出 区域。 ただし， 
検出 区域 + 許容 差 域^ 0.2 m 


5.4.6 欄 


危険 側 故障 


一 


一 


2 


最大 検出 区域 に 置 レ ^ た 試験 
片 にて 


5.4.6.5.4 


正常 運転 


― 


― 




1 


注記 2 参照 

最小 検出 区域。 ただし， 
検出 区域 + 許容 差 域 ^ 0.2 m 


5.4.6.5.5 


危険 側 故障 


― 


一 




2 


注記 2 参照 

最大 検出 区域に ゲ (いた 試験 
片 にて 


5.4.6.6.2 


危険 側 故障 


ストロボ 






9 


3 




5.4.6.6.3 




注記 2 参照 


5.4.6.7.2 


正常 運転 


同一 

AOPDDR 






10 




据付上 該当し ない 場合 ほ不 
要。 試験 片 なしでの A 試験 
とする。 


5.4.6.7.3 


危険 側 故障 








OSSD は オン 状態であって 
はならない。 


5.4.6.8.2 


危険 側 故障 


せん （閃） 
光 灯 






9 


3 




5.4.6.8.3 




注記 2 参照 


注記 1 3 000 lx は， AOPDDR が 正常 運転 を 継続す るた め に 耐え る べき 干渉 光の 最大値。 
注記 2 受光器 以外の 光学 部品 に 対す る 干渉 試験。 
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5.4.6.2 光源 

光源に は， 次の もの を 用いなければ ならない。 

a) 白熱 電球 光源 ： 次の 直線 形 夕 ン ダス テン ハロゲ ン 電球 （石英 電球） 
一 色 温度 ： 3 000〜3 200 K 

一 入力 電力 ： 500 W〜l kW の 定格 電力 

一 定格 電圧 ： 100〜250 V の 間の 任意の 電圧 

一 供給 電圧 ： 48〜62 Hz ま での 正弦波 交流で， 定格 電圧の ±2 % の 電圧 
一 長さ： 〗50〜250mm (公称 値） 

電球に は， 最小 寸法が 200 mm X 150 mm で， 波長 400〜1 500 nra において 均一な 反射率 （±5 %) を もつ， 
つや 消 し 仕上げの パ ラ ボラ 形 反射 器 を 取り付けなければ な ら ない。 

注記 1 この 光源 は， スペクトル 分布が 分かって おり， 変調 特性 は 予測 可能 （電源 周波数の 2 倍） で 
あり， 波長に 対して ほぼ 均一 強度の ビーム を 生成す る。 太陽光 及び 作業場の 白熱 電球 光照 明 
の 模擬に 用いられる。 

b) 蛍光灯 光源 ： 次の 直線 形 蛍光 管 

一 寸法 ： T8 x 1 200 mm (公称 径 25 mm) 
一 定格 電力 ： 30〜40 W 
一 色 温度 ： 5 000〜6 000 K 

次の 電子 安定器と 組み合わせて， 反射 器 又は 拡散 反射 板な しで， 定格 供給 電圧 ±2% で 用いる。 
一 作動 周波数 ： 30〜40 kHz 
一 蛍光 管に 対応す る 定格 電力 

注記 2 上記と 異なる 蛍光灯 光源， 例えば， 作動 周波数が 異なる 電子 安定器 式 蛍光灯 光源 は， 異なる 
試験 結果 を もたらす ことがある。 したがって， 光 干渉 試験に は， 上記 以外の 蛍光灯 光源， 又 
は 異なる 蛍光灯 光源の 影響 を 模擬す る 光源 発生 器の 使用 も 考慮す る ことが 望ましい。 

c) せん （閃） 光 灯光 源： 次の キセノン フラッシュ 管 使用の 光源 （ェン クロージャ， 反射 板 又は フィル 夕 
なし。） 

一 フラッ シュ 持続 時間 ： 40〜120 ^ (光 強度 半減までの 時間） 

一 フラッシュ 周波数 ： 0.5〜2 Hz 

一 フラッシュ ごとの 入力 エネルギー ： 3〜5 J 

d) ストロボ 光源： 次の キセノン フラッシュ 管 使用の ストロボ スコープ （ェン クロージャ， 反射 板 又は フ 
ィ ル 夕な し。） 

一 フラッ シュ 持続 時間 ： 5〜30 ゆ （光 強度 半減までの 時間） 
一 フラッ シュ 周波数 ： 5〜200 Hz (可変） 

一 フラッシュ ごと の 入力 エネルギー ： 0.05 J (200 Hz) 〜0.5 j (5 Hz) 
5.4.6.3 試験 順序 

き ヰ M 二 5 :4^《QS ^^鍾^ 歷ヒ 手 騁^ il せし^に よ _も-_4151^.- 旦^ び ぶ_爇 
f 象 ゆ 塞 養せ，… 第丄 部- さ お-，… W み^^ 
試験 手順 1 ： 

1) ESPE を 正常 運転 状態 にす る。 

2) 干渉 光 を 点灯す る。 

3) B 試験 を 行う。 
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4) ESPE の 電源 を 5 秒 間 遮断して から 再 投入す る。 起動 インター ロックが ある 場合 は， リセ ッ 卜する。 
5 ) B 試験 を 行う。 

6) 干渉 光 を 消灯す る。 

7) B 試験 を 行う。 
試験 手順 2: 

1) ESPE を 正常 運転 状態 にす る。 

2) 干渉 光 を 点灯す る。 

3) C 試験 を 1 分 間 繰り返す。 

4) ESPE の 電源 を 5 秒 間 遮断して 再 投入す る。 起動 インター ロックが ある 場合 は， リセット する。 

5) C 試験 を 1 分 間 繰り返す。 

6) 干渉 光 を 消灯す る。 

7) C 試験 を 1 分 間 繰り返す。 
試験 手順 3 ： 

1) ESPE を 正常 運転 状態 にす る。 

2) 干渉 光 を 点灯す る。 

3) C 試験 を 3 分 間 繰り返す。 
5.4.6.4 光 干渉 試験 一 白 熱 電球 光源 

5.4.6.4.1 正常 運転の 確認 一 AOPDDR 受光 器への 干渉 

5.4.6.2 の 白熱 電球 光源 を 用いて 受光器 面に 1 500 】x±10 。/。の 照度 を 与え， 5.4.6.3 の 試験 手順 1 によって 
試験す る。 

ESPE は， 試験 手順が オフ 状態に ある こと を 要求して いると きに オン 状態に なって はならない。 試験 手 
順が オン 状態に ある こと を 要求して いると きに オフ 状態になる 場合 は， 次の 追加 試験 a) 及び!)） を 実施し 
なければ ならない。 

a) 次の 条件で 5.4.6.3 の 試験 手順 1 を 行う 間， ESPE は 正常 運転 状態 を 続けなければ な ら ない。 

5.4.6.2 の 白熱 電球 光源 を， ESPE に 検出され ない 範囲で できるだけ 検出 面 近く に 置く。 ESPE と 光源 
と の 間の 距離 は， ESPE が A 試験 を パスす る 最小の 距離 とする。 AOPDDR の 受光器 面で 測定 し た 光の 
照度が 1 500 lx に 満たない 条件で 試験 を 行った 場合 は， ESPE 附属の 説明書に， 使用 時に 白熱 電球 光源 
からの 干渉 を 回避す る 必要性に ついての 説明 を 含めなければ ならない [箇条 7ppp) 参照]。 

b) 次の 条件で 5.4.6.3 の 試験 手順 1 を 行う 間， ESPE は 正常 運転 状態 を 続けなければ ならない。 

5.4.6.2 の 白熱 電球 光源 を 検出 面 内に 置く。 ESPE と 光源との 間の 距離 は ESPE が A 試験 を パスす る 
最小の 距離 とする。 AOPDDR の 受光器 面で 測定 し た 照度が 1 500 lx に 満た な レ ゝ 条件で 試験 を 行った 場 
合 は， ESPE 附属の 説明書に， 使用 時に 白熱 電球 光源からの 干渉 を 回避す る 必要性に ついての 説明 を 
含めなければ ならない [簡条 7ppp) 参照]。 
5.4.6.4.2 危険 側 故障の 確認 一 AOPDDR 受光 器への 干渉 

5.4.6.2 の 白 熱 電球 光源 を 用いて 受光器 面に 3 000 lx ± 1 % の 照度 を 与える。 
5.4.6.3 の 試験 手順 2 を 行う 間， ESPE は 危険 側 故障 を 起 こして はならない。 

こ の 試験 において， 3 000 lx ± 1 % の 照度 を 得る ために， 光源 を 検出 区域 及 び 許容 差 域 の 内部に 置く 必要 
が あるお ふ 合に は， 次の 追加 試験 a) 及び b) を 実施し なければ ならない。 
a) 次の 条件で 5.4.6.3 の 試験 手順 2 を 行う 間， ESPE は 危険 側 故障 を 起こ して はならない。 

5.4.6.2 の 白熱 電球 光源 を 用いて 受光器 面に 3 000 lx± 10% の 光の 照度 を 与える。 光源 は， ESPE に検 
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出されな レ 3 範囲で で き る だ け 検出 面 に 近い 位置に 置 く 。 
b) 次の 条件で 5.4.6.3 の 試験 手順 2 を 行う 間， ESPE は 危険 側 故障 を 起こして はならない。 試験 片の軸 を 
検出 区域の 最も 遠い 境界 上に 置いて C 試験 を 行わなければ ならない。 

5.4.6.2 の 白熱 電球 光源 を 検出 区域 及び 許容 差 域の 外側に おいて できるだけ 許容 差 域 境界 近 く の 検出 
面 延長 上に 置 く 。 …(王み 場 _ 合の 照度 は-，… お- Q_° ふでな 丄: ^も 主 レ? - ? 1 
5.4.6.4.3 正常 運転の 確認 一 他の 光学 的 部品への 干渉 

5.4.6.2 の 白熱 電球 光源 を 用いて 受光器 以外の 光学 部品に 1 500 k±10% の 照度 を 与える。 
5.4.6.3 の 試験 手順 1 を 行う 間， ESPE は 正常 運転 状態 を 続けなければ ならない。 
5.4.6.4.4 危険 側 故障の 確認 一 他の 光学 的 部品への 干渉 

5.4.6.2 の 白熱 電球の 光源 を 用いて 受光器 以外の 光学 部品に 3 000 k± 10% の 照度 を 与える。 
5.4.6.3 の 試験 手順 2 を 行う 間， ESPE は 危険 側 故障 を 起こ して はならない。 
5.4.6.5 光 干渉 試験 一 蛍光灯 光源 
5.4.6.5.1 一般 事項 

蛍光 管の 中央部 及び 両端 部 （陰極 付近 及び 陽極 付近） か ら の 光 を 用いて 三 通 り の 試験 を 実施 し な ければ 
ならない。 

注記 蛍光灯 光源 を 用いる 試験の 一つの 目的 は， 周波数の 高い 光に 対する AOPDDR の 感受性 を 確認 
する こ とで ある。 
5.4.6.5.2 正常 運転の 確認 一 AOPDDR 受光 器への 干渉 

検出 区域の 大きさ を 設定 可能 な 最小値 にして 試験す る。 ただし， 検出 区域 及び 許容 差 域 を 合計 し た 距離 
は 0.2 m 以上と する。 5.4.6.2 の 蛍光灯 光源 を 検出 区域 及び 許容 差 域の 外側の できるだけ 許容 差 域の 境界の 
近、 に き く。 

5.4.6.3 の 試験 手順 1 を 行 う 間， ESPE は 正常 運転 状態 を 継続 し な ければ な ら ない。 
5.4.6.5.3 危険 側 故障の 確認 一 AOPDDR 受光 器への 干渉 

検出 区域の 大きさ を 設定 可能な 最大値に する。 5.4.6.2 の 蛍光灯 光源 を 検出 面 内で AOPDDR の ハウ ジン 
グ から 0.2 m の 距離に 置き， 5.4.6.3 の 試験 手順 2 を 実施す る。 試験の 間 ESPE は 危険 側 故障 を 起こして は 
ならない。 C 試験 は， 試験 片の軸 を 検出 区域の 最も 遠い 境界に 置いて 行わなければ ならない。 

注記 この 試験の 間 は， 干渉 光源の 蛍光 管 本体 は 一つの 物体と して 検出 されても よい。 
5.4.6.5.4 正常 運転の 確認 一 他の 光学 的 部品への 干渉 

検出 区域 を 設定 可能な 最小値に する。 ただし， 検出 区域と 許容 差 域と を 合計した 距離 は， 0.2 m 以上と 
する。 5.4.6.2 の 蛍光灯 光源 を， 受光器 以外の 光学 部品が 光 干渉の 影^ を 受け 得る ような 平面 上で AOPDDR 
ハウジングから 0.2m の 距離に 置く。 この 平面が AOPDDR の 検出 面と 一致す る と き 又は 近いと き は， 蛍光 
灯光 源 は， 蛍光 管 本体が 検出され ない 範囲で できるだけ 検出 面に 近く， かつ， ハウジングから 0.2 m 以上 
の 距離に 置く。 

5.4.6.3 の 試験 手順 1 を 実施す る。 試験の 間， ESPE は 正常 運転 状態 を 続けなければ ならない。 
5.4.6.5.5 危険 側 故障の 確認 一 他の 光学 的 部品への 干渉 

検出 区域の 大きさ を 設定 可能な 最大値に する。 5.4.6.2 の 蛍光灯 光源 を， 受光器 以外の 光学 的 部品が 光 干 
渉の 影響 を 受け 得る よ う な 平面 上で AOPDDR ハウジングから 0.2 m の 距離に 置 く 。 

5.4.6.3 の 試験 手順 2 を 実施す る。 試験の 間， ESPE が 危険 側 故障 を 起こして はならない。 C 試験 は， 試験 
片の軸 を 検出 区域の 最も 遠い 境界に 置いて 行わなければ ならない。 

注記 この 試験の 間 は， 干渉 光源の 蛍光 管 本体 は 一つの 物体と して 検出 されても よい。 
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5.4.6.6 光 干渉 試験 一 ストロボ 光源 
5.4.6.6.1 一般 事項 

試験 は， フラッ シュ 周波数が 5〜200 Hz ま で 直線 的に 増加す る スト 口 ボ 光源 を 用いて 3 分 間 実施 し な け 
れ ばなら ない。 3 分の 間 C 試験 を 連続 的に 繰り返さなければ ならない。 C 試験 は， 試験 片の軸 を 検出 区域 
の 最も 遠い 境界に 置いて 行う。 フラッシュ 管の 位置 は， 試験の 間 一定に する。 
5.4.6.6.2 危険 側 故障の 確認— AOPDDR 受光 器への 干渉 

5.4.6.2 のス ト ロボ 光源 を 検出 面 内で AOPDDR ハウジングから 3.0m の 距離に 置き， 5.4.6.3 の 試験 手順 3 
を 実施す る。 試験の 間， ESPE は 危険 側 故障 を 起こして はならない。 
5.4.6.6.3 危険 側 故障の 確認 一 他の 光学 的 部品への 干渉 

5.4.6.2 の ストロボ 光源 を， 受光器 以外の 光学 部品が 光 干渉の 影響 を 受け 得る ような 平面 上で AOPDDR 
ハ ゥ ジ ン グか ら 3.0 m の 距離に 置 く 。 

5.4.6.3 の 試験 手順 3 を 実施す る。 試験の 間， ESPE は 危険 側 故障 を 起こ して はならない。 
5.4.6.7 同一 設計の 投光器に よる 光 干渉 試験 
5.4.6.7.1 一般 事項 

同一 設計の AOPDDR 相互の 光 干渉 試験 を 行 う 場合 ほ， 二つの AOPDDR を， 分析に よ つて 決定 し た 最悪 
条件の 位置 及び 向きに 取り付けなければ ならない。 このような 試験に 適用で きる 配置 を 図 10 に 示す。 

注記 1 5.4.6.7.3 の 試験に 対して， この 試験の 最悪 条件に は， 図 10 に 示す ように， 最大 検出 区域が 接 
する， AOPDDR が 互いに 向き合う， 向き合う ビーム 中心 線の 直 近に 試験 片が 置かれる， など 
が 含まれる。 

注記 2 次の 5.4.6.7.2 及び 5.4.6.7.3 の 試験に は， 一方の AOPDDR の投光 ビーム 力 s ， 他方の AOPDDR 

の受光 器に 正し く 向く よう に 装置の 正確な 位置 決めが 必要で ある。 正確な 位置 決めの ために 
は 赤外線 カメラ を 用いる とよい。 
5.4.6.7.2 正常 運転の 確認 

同一 設計の 二つ 以上の AOPDDR 相互の 干渉 回避 方策 （例えば， 特殊な 取 付 条件） に関する 説明 を 使用 
上の 情報に 含めても よい。 使用 上の 情報に 供給者が 取 付 上の 制約 を 指示 しないと き は， 図 10 の 配置 （試験 
片 なし） で， 同一 設計の AOPDDR の 投光器からの 放射が 双方の AOPDDR 受光 器に 向かうよ うにして， 二 
つの ESPE に 対 して A 試験 を 4 時間 実施 し な ければ な ら ない。 
5.4.6.7.3 危険 側 故障の 確認 

図 10 の 配置 （試験 片 あり） で， 同一 設計の AOPDDR の 投光器からの 放射 を 他方の AOPDDR の 受光器 
に 向けた と き， ESPE に 危険 側 故障が 生じて はならない。 この 試験 は 両方の ESPE に対して 4 時間 実施し な 
ければ ならない。 試験 中い ずれの ESPE の OSSD も オン 状態に なって はならない。 
5.4.6.8 光 干渉 試験 一 せん （閃） 光 灯光 源 
5.4.6.8.1 一般 事項 

せん （閃） 光 灯の 位置 は 試験の 間 一定に する。 試験 片の軸 を 検出 区域の 最も 遠い 境界に 置いて， C 試験 
を 実施し なければ ならない。 

5.4.6.8.2 危険 側 故障の 確認 一 AOPDDR 受光 器への 干渉 

5.4.6.2 のせん (閃） 光 灯 を 検出 面 内で AOPDDR ハウジングから 3.0m の 距離に 置いて， 5.4.6.3 の 試験 手 

順 3 を 実施す る。 試験の 間， ESPE は 危険 側 故障 を 起こして はならない。 
5.4.6.8.3 危険 側 故障の 確認 一 他の 光学 部品への 干渉 

5.4.6.2 のせん （閃） 光 灯 を， 受光器 以外の 光学 部品が 光 干渉の^ 響 を 受け 得る ような 平面 上で AOPDDR 
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ハ ゥ ジ ン グか ら 3.0 m の 距離に 置 く 。 

5.4.6.3 の 試験 手順 3 を 実施す る。 試験の 間， ESPE は 危険 側 故障 を 起こして はならない。 
5.4.7 汚染の 影響 試験 
5.4.7.1 一般 事項 

汚染の 影響に 対する 耐性 を 試験す るた めに， 斑点 状 汚れ 及び 均一 汚れ を 模擬 し て 5.4.7.2 及び 5.4.7.3 の 試 

験 を 実施し なければ ならない。 特殊な 汚染 監視 手段 を もつ AOPDDR に対して はこれ だけの 試験で は 十分 
でない ことがある。 そのよう な 場合に は， 指定の 検出 能力 を 検証す るた めの 追加 試験 を 実施し なければ な 
ら ない。 一例と して， 参照 物体の 反射率 又は 光学 部品の 光 透過 率の 変化に ついての 考察が 必要と なること 
が ある。 汚染の 監視 手段に 対する 温度の 影^に は 特別の 注意 を 払わなければ ならない。 
5.4.7.2 試験 用 不透明 斑点 を 用いる 汚れ 試験 

斑点 状 汚れに 対する 耐性 試験 は， 次のように 実施し なければ ならない。 
一 斑点 状 汚れ を， 次の 三つの 異なる 直径の 試験 用 不透明 斑点 を 用いて 模擬す る。 

• ハウジング 面に おける 投光器 ビームの （平均） 直径の 半分 

• ハウジング 面に おける 受光器 ビームの （平均） 直径の 半分 

• 10 mm 

一 投光器 ビームの 波長 における 試験 用 斑点の 拡散 反射係数 は， 1 8〜22 % の T'g 囲 に な ければ な ら ない。 
一 試験の 間， 試験 用 斑点 は， AOPDD.R の 検出 能力 試験に 対 し て 適切な 位置に 置 く 。 
一 模擬した 斑点 状 汚れが 5 秒 以内に OSSD を オフ 状態に する， 又は 指定の 検出 能力 を 低下 させない こ と 
を 確認す る。 

一 模擬した 汚れが OSSD を オフ 状態に するとき は， 再起動 インター ロック （あるとき） の 作動 又は 電源 
の 投入に よって OSSD がォ ン 状態に ならない こと を 確認す る 試験 を 実施 し な ければ な ら ない。 再起動 
インター ロックが あるとき は， 模擬 し た 汚れ を 除去 しても OSSD は オフ 状態 を 維持 し な ければ な ら な 

い。 

注記 1 この 規格で は， 投光器 ビーム （ガウス レーザ ビーム） の 直径 は， 強度 レベルが 1/e 2 となる 直 

径で 定義す る 。 〖に 丄 IMMIi (^底) J あ ___2_,71_8 上。 __. 
注記 2 この 規格で は， 受光器 ビームの 直径 は， 光学 窓 面に おける 受光 器の 光学 的 開 口径で 定義す る。 
5.4.7.3 投光器 及び 受光 器の ビーム 領域の 均一 汚れ 試験 

均一 汚れに 対する 耐性 試験 は， 次の よう に 実施し なければ ならない。 
一 均一 汚れ は， 1 mm 当たりに 4 本 以上の 線 密度 を もつ 灰色 中間 調の はく （箔） 片を 用いて 模擬す る。 

は く 片 によって 生じ る 反射が 試験 結果に 影響して はならない。 
一 曲面の 光学 窓 を もつ AOPDDR の 場合に は， はく 片が ハウジングの 光学 窓の 投光 及び 受 光の ビーム 領 

域の 45° の 円弧 を 覆わなければ ならない。 平面の 光学 窓 を もつ AOPDDR の 場合に は， ハウジングの 

光学 窓の 投光 及び 受 光の ビーム 領域の 25 % を 覆い， 最小限 ハ ゥ ジン グの受 光 ビーム 開 口径 を 覆わな け 

れ ばなら なレ \ 

一 試験の 間， はく 片は， 投光器 及び 受光 器の ビーム 領域 内で AOPDDR の 検出 能力に 影響す る 位置に 置 

かなくて はならない。 詳細 は 図 13b を 参照。 
一 供給者が 指定した 限界 を 超える よ う に 模擬した 均一 汚れが， 5 秒 以内に OSSD を オフ 状態に する かど 

うか を 試験す る。 

一 検出 系の 受信 エネルギーが， 模擬した 均一 汚れに よって 30 % 低下しても， AOPDDR が 正常 運転 状態 

を 継続す る 力 ^ どう 力 ^ を 試験す る 。 
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一 模擬した 汚れが OSSD を オフ 状態に するとき は， 再起動 インター ロック （あるとき） の 作動 又は 電源 
投入に よって OSSD がォ ン 状態に な ら ない こ と を 検証す る 試験 を 実施し なければ な ら ない。 再起動 ィ 
ン ター ロックが あるとき は， 模擬 し た 汚れ を 除去 しても OSSD は オフ 状態 を 維持 し な ければ な らなレ 八 
注記 1 均一 汚れの 模擬に は， 同等の 汚れ を 与える 材料 （例えば， 粉末） を 使用で きる。 
注記 2 例えば， ほこり の 多い 環境で 用いる 特定の 用途で は， A0PDDR の 光学 窓の 汚れの 蓄積 速度 は， 
A0PDDR の 取 付 方向 と 位置に 影響され る ことがある。 




① A0PDDR (正面図） 

② 光学 窓の 投光 • 受光 領域 

③ 曲面 光学 窓 

④ 平面 光学 窓 

⑤ 受光器 ビームと ほぼ 同じ 大きさの 光学 窓 

図 13a — 均一 汚れの 模擬に 用いる 異なる 設計の AOPDDR 八 ウジ ング 及び 光学 窓の 例 
(はく 片 なし） 




AOPDDR (正面図） 
光学 窓の 投光 • 受光 領域 
曲面 光学 窓 
平面 光学 窓 

受光器 ビームと ほぼ 同じ 大きさの 光学 窓 
45° はく 片 
25 % は く 片 
最小 は く 片 

図 13b — 均一 汚れの 模擬に 用いる 異なる 設計の AOPDDR 八 ウジ ング 及び 光学 窓の 例 
(正しい はく 片 位置） 

図 13 — 均一 汚れ 試験 



①②③ も ⑤ ⑥⑦ B> 
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AOPDDR (正面図） 
光学 窓の 投光 • 受光 領域 
曲面 光学 窓 
平面 光学 窓 

受光器 ビームと ほぼ 同じ 大きさ の 光学 窓 
45° はく 片 （正しく ない 位置） 
25% はく 片 （正しくない 位置） 
最小 はく 片 （正しくない 位置） 

図 13c — 均一 汚れの 模擬に 用いる 異なる 設計の AOPDDR 八 ウジ ング 及び 光学 窓の 例 

(正しくな いはく 片 位置） 

図 13 — 均一 汚れ 試験 (続き) 

5.4.8 背景の 影響 試験 

検出 区域 内の 試験 片の 測定に 背景 力 《影響す る 場合に は， 供給者 は 背景の 影響に 関する 最悪 条件 を 明示し 
なければ ならない。 

背景に よる 検出 能力への 妨害 試験 は， 次の 背景 を 用いて 5.2 丄 2 及び 表 1 に 従って 実施し なければ ならな 

い。 

a) 3 300 cd-lx-'-m" 2 以上の 反射係数 を もつ コーナ キュー ブ 反射 器。 

b) 〗 .8〜5 % の 反射係数の 拡散 反射 物体。 

c) 背景が 検出 能力に 大きな 影響を及ぼ すと 推定され る^ 合に は， 上記の a) と b) との 間の 反射率 を もつ 
他の 適切な 背景 材料。 

試験 片 と 背景と の 間の 最悪 条件の 距離 は， 測定に よって 決定し な ければ な ら ない。 

AOPDDR が 監視す る 最大の 背景 反射率 を 供給者が 指定 し た 場合 は， 指定の 最大 反射率 を 超え る 背景 反射 
が 指定の 時間 内に OSSD を オフ 状態に する こ と を 検証す る 試験 を 実施し なければ ならない。 この場合， 上 
記の a) による 妨害 試験 は， コーナ キュー ブ 反射 器の 代わりに 指定の 最大 反射率の 背景 を 用いて， 検出 区 
域に 検出 対象 物の 侵入がない ときには OSSD が オン 状態 を 維持す る こ と を 確認し なければ な ら ない。 
注記 図 14 に 5.4.8 の 試験に 適用 可能な 配置 を 示す。 



①② ③④⑤ ゆ ^ ⑧ 
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① AOPDDR 

② 検出 面 

③ 試験 片 

@ 背景 （大きさ は， 最悪 条件と なる ように 決める。） 

図 14 一 背景に よる 検出 能力への 影響 試験 



5.4.9 人為的 妨害 

5.4.9.1 試験 用 不透明 斑点 を 用いる 試験 

人為的な 妨害に 対する 耐性 試験 は， 次の よう に 実施し なければ ならない。 
- 斑点 状の 人為的 妨害 は， 直径 15 mm の 円形の 試験 用 不透明 斑点 2 個 を 用いて 模擬す る。 一つ は， 投光 

器 ビームの 波長に おいて 18〜22 。/。の 拡散 反射係数 を もつ 斑点と し， もう 一つ は， 3 300 cd-lx"'-m" 2 

以上の 反射係数 を もつ コーナ キュー ブ 反射 特性 を も つ 斑点 とする。 
- いずれの 斑点 を 用いる 試験の 間に も， 斑点 は， 光学 窓 面， 及び 妥当な 限り， 検出 能力 限定 区域 （4 丄 4 

参照） 内の AOPDDR 検出 能力に 影響す る 位置に 置く。 
- 模擬した 人為的 妨害が 5 秒 以内， 又は A.12 若し く は AJ3 の 用途に 指定した 応答 時間 以内に OSSD を 

ォ フ 状態 にす る， 又は 指定の 検出 能力 を 低下 させない こと を 検証す る 試験 を 行 う 。 
一 模擬した 人為的 妨害が OSSD を オフ 状態に するとき は， 再起動 インタ一 ロック （ある 場合） の 作動 又 

は 電源 投入が OSSD を オン 状態に しない こと を 検証す る 試験 を 実施し なければ ならない。 再起動 ィ ン 

夕 一 ロック が ある 場合 は， 模擬 し た 人為的 汚れ を 除去しても OSSD は オフ 状態 を 維持 し な ければ な ら 

ない。 

ESPE が 5.4.8 の 最終 段落 に 示した よう に 設計 されて いる 場合 は， 追加 試験 を， より 低い 反射率 を もつ 試 
験 用 斑点 を 用いて 実施し な け れ ばなら ない。 こ の 試験 用 斑点 は ， AOPDDR が 正常 運転 状態 を 保つ 範囲で 許 
容で き る 最大の 反射率 を もつ ものと しな ければ な ら ない。 

注記 1 これらの 試験 は， 粘着 テープ， ライター などの 小さな 物体に よる 人為的 妨害 を 模擬す る もの 

である。 

注記 2 5.4.7.2 の 試験 用 不透明 斑点 を 用いる 汚れ 妨害 試験 は， 人為的 妨害に 対する 耐性の ための 試験 

にもなる。 

5.4.9.2 AOPDDR を 覆う 人為的 妨害 試験 

覆いに 対する 耐性 試験 は， 次の よう に 実施し なければ ならない。 
一 覆いに 用いる 材料 は， 黒色 試験 片， 白色 試験 片 及び 再帰 反射 試験 片 （4 丄 13 参照） に対して 規定した 

反射率 を もつ もの を 用いる。 
一 上記の 材料 を 用いて， 検出 能力 限定 区域 （4.1.4 参照） 内で 次の いずれ かの 匸ぃ方 をす る。 
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• 曲面の 光学 窓 を もつ AOPDDR ハウジングの 光学 窓 は， 90° 円弧 を 覆う。 

* 平面 特性の 光学 窓 を も つ AOPDDR ハウ ジン グの 光学 窓 は， 面積の 50 % を 覆う 。少なくとも 一つ 
の受光 ビームが 遮蔽され る ものと する。 
一 試験 は， 次の 手順で 行わなければ ならない。 

a) AOPDDR を 正常 運転 状態に する。 

b) AOPDDR の 電源を切る。 覆い を 付ける。 再び 電源を入れる。 起動 インター ロックが あるとき はリ 
セットす る。 ― 

c) OSSD は， 少なく とも 覆いが 取り除かれ るまで オフ 状態 を 続けなければ ならない。 

d) 攆ぃを 取り除く。 起動 インター ロックが あるとき は リセ ッ ト する。 

e) 覆い を 付ける。 

f) 5 秒 以内 又は A.12 若し く は A.13 の 用途に 指定した 応答 時間 以内に OSSD が オフ 状態に なり， ォ 
フ 状態 を 保つ こと を 検証す る。 

一 上記に 規定した 規模の 覆いが 検出され ない と考えられる 場合に は， よ り 大きな 角度 又は 面積 を 覆う 追 

加 試験 を 実施す る。 
5.4.10 検出 区域 内の 光学 的 遮蔽 試験 

検出 区域 内の 光学 的 遮蔽に 対する 耐性 試験 は， 次の よ う に 実施し なければ ならない。 
一 光学 的 遮蔽 を 模擬す る 物体 は， 最小 有効 長 0.3 m の 円柱と する。 その 遮蔽 用 物体の 表面 は， 発光 ビー 

ムの 波長に おいて 1 8〜22 % の 拡散 反射係数 を もつ ものと する。 
一 試験の 間， 遮蔽 用 物体 は， AOPDDR の 検出 区域の 平面に 垂直な 状態に する。 
一 遮蔽 用 物体の 直径 は， 4.3.9 の 分析に おいて 異なる 値に 決定され ない 限り 5mm とする。 
一 検出 区域 は， 可能な 最大値に 設定す る。 

一 OSSD が オンの 状態で， 遮蔽 用 物体 を 検出 区域 内の できるだけ AOPDDR の 近く に 置いて 試験す る。 
一 黒色 試験 片 (4.2.13.2 参照) を 用いる。 

一 光学 的 遮蔽が 存在す る 状態で 指定の 検出 能力が 維持され る こ と を 検証す るた めに B 試験 を 実施す る。 

黒色 試験 片を， 遮蔽 用 物体に できるだけ 近い 距離， 及び 指定の 最大 検出 距離に おいて， 遮蔽 用 物体に 

よ る 光学 的 遮蔽 を 受ける よ う に 動かす。 
― 4.3.9 の 分析に おいて， 次の ことが 光学 的 遮蔽に 対する 耐性に 影 ^ する ことが 示される 場合に は， 追加 

の 試験 を 実施し なければ ならない。 

一 AOPDDR と 遮蔽 用 物体 間の 上記 以外の 距離 

一 検出 区域の 大きさ （最大値 以外の 設定） 

一 遮蔽 用 物体と 試, 験片 との 間の 上記 以外の 距離 

一 AOPDDR からの 他の 距離に おける 遮蔽 用 物体の 他の 直径 （5 mm 以外） 
一 AOPDDR の 前の 遮蔽 用 物体の 他の 位置 （例えば， 他の 角度） 
一 二つ 以上の 遮蔽 用 物体 

6 識別 及び 安全 使用の ための マ一 キング 
6.1 一般 事項 

(追加。 第 1 部の 6.1 による ほ 力、 次の 項目 及び 文 を 追加す る。） 
k) 検出 面の 表示 
1) 検出 区域の 開始 点 座標の 表示 
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第 1 部の 6.1 の！))， c)， d) 及び この 規 1 ; 各の 6.1 の 1) が 要求す る 表示 は， 装置への マーキングで なく 附属 
文書 中に 示しても よい。 

7 附属 文書 

(追加。 第 1 部の 7. による ほ 力、， 次の 項目 を 追加す る。） 
ESPE 附属 文書に は， 妥当な 限 り 次の 項目 を 含めなければ ならない。 
aaa) AOPDDR 適用 例 （許容 差 域 を 示して）。 

bbb) 検出 区域 及び 許容 差 域の 最大値 及び 最小値。 検出 区域 設定の ための 原点 も 示す （図 1 を 参照）。 
CCC) 検出 区域の 境界 と 運転 中の 信頼性 ズ 霧 通 率). _ を 保証す るた め に 検出 して はなら ない 周囲 物体 

(例えば， 壁， ^械の 一部） との 間の 必要 最小 距離に 関する^ 報な ど。 

ddd) 検出 区域の 設定に 関する 説明 （許容 差 域の 検討 を 含む。） 及び この 規格の 附属 書 A に 示す AOPDDR 
の オプション 機能に ついての 詳細 （このような オプションが ES.PE に 付加され ている 場合）。 説明 
している 区域が 3.4 の 定義に よる 検出 区域な の 力、， 検出 区域と 許容 差 域 を 合わせた 区域な のか を 明 
確に しなければ ならない。 

eee) A.12 の 要求 事項 を 満たさない 限り 検出 面への 接近 角度が 30° を 超える 用途に 全身 検出 ト リ ッ プ装 
置と して AOPDDR を 使って はならない こと， 及び A.13 の 要求 事項 を 満た さない 限り 検出 面への 接 
近 角度が 30° を 超える 用途に 人の 部位 を 検出す る 装置と して AOPDDR を 使って はならない こ との 
卞曰 不。 

fff) 煙 及び 鏡面 反射が ある 場合の AOPDDR. の 挙動に ついての 情報。 

ggg) AOPDDR に ハウジング を 追加す ると 検出 機能が どのように 影響され るかの 情報。 例えば， 追加 ハ 

ゥ ジン グが- せ_ き « 衰 ませ _る_塑 果な ど _にょ_：2 ェ 検出 能力 及び 検出 区域に 影響す る 可能性。 
hhh) 用途に よって は， 検出 区域 を 床に 表示す る ことの 推奨。 

iii) 設定した 検出 区域， 設定した 日付， AOPDDR の 製造番号 及び 責任者 識別の 文書 化に 関する 説明。 
jjj) AOPDDR が 通常 運転 中に， 同 一 設計 の AOPDDR によって 影 ,.」 を 受け 得る 場合 は， 4.3.5 及 び 5.4.6.7.2 

による 据付 上の 制限。 

kkk) こ の 規格に は 規定がない が 指定の 検出 能力 を 低下 させる 可能性の あ る 外部 的な 影 V：？ に 関す る 情報。 
例 え ば， 溶接 ス パ ッ 夕 ， 赤外線 式 リモコン， 5.4.6.2 に 規定す る 光源 以外の 蛍光灯 光 及び ス ト 口 ポ光， 
雪， 雨， 汚れ， 及び 熱 対流。 

111) 光学 窓 の 損傷 を 定期 的 に 点検す る 必要性 に関する 情報 （用途に よって）。 

mmm) AOPDDR の据付 状態 及び 検出 区域の 設定 不良 を 定期的に 点検す る 必要性に 関する 情報 （用途に よ 
つて）。 

mm) レーザ 放射に よって 起こ り 得る 影響 を 避ける ために 必要な 方策に 関する 情報 （影響が あると き）。 
ooo) AOPDDR に 検出 能力 限定 区域が あ ると き は， 4.1.4 に 要求す る 情報。 

ppp) 5.4.6.4.1 の b) の 要求が 該当する とき， 白熱 電球 光源に よる 干渉 を 回避す るた めの 情報。 この 情報 

に は， 使用 中の AOPDDR に 影? 'V: する 光源の 例， 及び AOPDDR と これらの 光源との 間の 適切な 距 

離に 関する 情報 を 含めな ければ な ら ない。 
qqq) 最小 検出 可能 サイズ （4.2.12.3 参照） の 対象 物が AOPDDR 検出 区域 内 を 最悪 条件 方向に 動く とき 

に 検出 可能な 最大 速度に 関す る 情報。 
rrr) 検出 能力が 117 mm を 超える AOPDDR にあって は， 検出 区域に 平行 接近す る 対象 物 を 保護す る 用 

途に 用いて はならない こと （JIS B 9715 の 6.2) に関する 情報。 



著作権法 によ りお:' 斤での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 



36 

B 9704-3 ： 2011 (IEC 61496-3 ： 2008) 



附属 書 A 

(規定） 

ESPE の オプション 機能 

次の 事項 を 除いて 第 1 部の 附属 書 A を 適用す る。 

(削除） 
A.8 は 適用し ない。 
(追加） 

次の A.9〜A.13 を 追加す る。 
A.9 検出 区域 及び/又は 他の 安全 関連 パラメタの 設定 
A.9.1 機能 要求 事項 

検出 区域 及び Z 又は 他の 安全 関連 パラメタ は， 特別な 手段 を 用いなければ 設定で きないよう にしな けれ 
ばなら ない。 このような 手段に は， 例えば， ソフトウェアへの アクセス 用 パスワードが ある。 

パラメタ などの 設定 を， 正しく 作動す る こと が 実証され て いない ハー ドウ ヱ ァ 及び Z 又は ソフトウェア 
を 用いた パソコン 又は 同等 品 を 用いて 実施す る 場合 は， 検出 区域の 設定に は 特別な 手順 を 用いなければ な 
ら ない。 この 手順 は， 関連す る コンピュータ 規格 （第 1 部の 4.2.11 も 参照） に 適合し なければ ならない。 
検出 区域の 設定に は， AOPDDR 供給者が 提供す るソフ トウ ヱァを 用いなければ ならない。 

設定 手順に は， AOPDDR へ 入力した パラメタ を 設定 用 機器 （例えば， パソコン） に 再送し， 再送 データ 
を 設定 者が 確認す る こと を 含めな ければ な ら ない。 

このような 手順 は， 安全 関連の 全ての 設定 （例えば， 応答 時間の 設定） に対して 用いなければ ならない。 
注記 安全 関連 パラメ 夕の 設定 は， 指定され た 者 だけが 行う 作業で ある。 
A.9.2 検証 

検出 区域 又は 安全 関連 パ ラ メタ の 設定に 関し， 次の 検証 を 行わな ければ な ら ない。 

a) 各 パラメタ （最小値， 最大値 及び 代表 値） の 設定 機能が 正しく 作動す る ことの 検証。 

注記 設定 機器 （例えば， パソコン） に 画面 表示され た 検出 区域と 実際の AOPDDR 検出 区域と が 
相違す る 可能性 を 考慮 し な ければ な ら ない。 

b) 設定 パラメタの 妥当性が 装置 内で 検査され る ことの 検証 （例えば， 試しに あり 得ない 値 を 設定す る こ 
とな どに よって。）。 

c) 設定 用 プログラムへの 使用者の アクセス 方法 及び パラメタ 設定 方法が 関連 規格 （例えば， 第 1 部の 
4.2.11 又は 他の 関連 規格 を 参照） の 要求 事項に 適合して いる ことの 検証。 

d) 運転 中に 検出 区域の 大き さ を 変える 場合 は， 検出 区域の 大き さ を 決める データ Z 信号の 生成 及び 処理 
力む 単一 障害に よって 安全 機能が 失われない 方法に よって 行われる ことの 検証。 そのような 単一 障害 

は 検出 され， OSSD を オフ 状態 に とどめる 力、， AOPDDR 応答 時間 以内 に OSSD を オフ 状態 にす る こと 

の 検証。 
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A.10 複数 検出 区域の 選択 
A.10.1 機能 要求 事項 

AOPDDR が 二つ 以上の 検出 区域 を もつ 場合 は， 単一 障害に よって， 選択 中の 区域から 他の 区域へ 意図し 
ない 切換 わり を 生じて はならない。 それ 自体で は AOPDDR の 危険 側 故障 を 招かない 単一 障害が 検出され 
ずに， 次に 起こ る AOPDDR 内部 故障に よって AOPDDR が 危険 側 故障に 至って はな ら ない。 

注記 1 検出 区域 切換 信号 を AOPDDR の 外部の 機器で 生成す る 場合 は， これらの 外部 観お は 他の 該 
当 規格 [例えば， JISB9705-1, J1S C 0508 (規格 群)， JISB9961] の 関連 要求 事項 を 満たす 
必要が ある。 

意図す る 検出 区域への 切換え 又は 追加の 検出 区域の 有効 化 を 阻害す る 単一 障害が 生じた と き は， 
AOPDDR は 規定 さ れた 応答 時間 内に ロックアウト 状態 に な ら な ければ な ら ない。 

注記 2 異なる 検出 区域の 応答 時間 （製造者 仕様） は， 互いに 異なる ことがある。 

検出 区域の 大きさ を オンラインで （例えば， 外部 入力に よって） 変更す る 場合 も， 上記 要求 事項 を 適用 
する。 

AOPDDR は， 検出 区域が 有効 に な る 状況 を 監視 し な け れ ばな ら ない。 検出 区域 を 有効 にす る 順序 を 使用 
者が 決め る こと が 可能で な ければ な ら ない。 検出 区域 を 有効に する 順序の 誤 り が 検出 さ れた と き は， 
AOPDDR は ロックアウト 状態 に な ら な ければ な ら ない。 

注記 3 検出 区域の 自動 選択 は， ミュー ティング 機能 （第 1 部の A.7 参照） ではない。 
A.10.2 検証 

複数の 検出 区域の 選択に ついての 機能 要求 事項 は， 次に よって 検証し なければ ならない。 

a) 単一 障害に よって， 選択 中の 区域から 他の 区域へ 意図し ない 切換 わりが 生じない ことの 検証。 単一 障 
害が， 検出 区域の 意図的 切換え 又は 追加 検出 区域の 有効 化 を 妨げない ことの 検証。 検出され ない 単一 
障害の 次に 起こる 故障が ESPE の 危険 側 故障 を 招かない こ と を 5.3.4 に 従って 検証し なければ ならない。 

b) 共通 モー ド 故障が 検出 区域 を 無効 化 又は 変化させる こ と がない こ と の 検証。 

c) 切り換えた 全ての 検出 区域に おいて， ESPE の 指定の 応答 時間が 満足され る こ と の 検証。 

d) 検出 区域 を 有効に する 順序 を 使用者が 設定で き， 監視で きる ことの 検証。 

e) 検出 区域 有効 化の 順序が 使用者の 設定した 順序と 異なる と き AOPDDR 力 s 口 ッ クァゥ ト 状態に なるこ 

と の 検証。 

注記 検出 区域の 切換 時に 既に 人が 検出 区域 内に 存在す る 可能性 を 考慮す る 必要が ある。 

A.11 検出 区域の 自動 設定 
A.11.1 機能 要求 事項 

AOPDDR が 検出 区域 を 自動 設定で きる ものであると き， 設定した 検出 区域 は， 検出 区域の 境界に 沿う 最 
大幅 75 cm の 回廊 部分の 全て を 試験 片が 少な く と も 一回 侵犯す る ことによって， 検出 機能の 完全 性 を 検証 
した 後に おいて だけ， ESPE の 運用 を 可能に しなければ ならない。 この 回廊 部分 は， 検出 区域 境界の 内側 
にしなければ ならない。 

検出 区域の 自動 設定 は， ツール を 用いて だけ 可能で なければ ならない。 この ツールに は， 例えば， 設定 
プロ グラムの アクセス 用 パスワードが ある。 

検出 区域 を 自動 設定す る 方式の ESPE の 距離 測定 誤差 （許容 差 域） を 決め ると き は， こ の 規格が 示す 全 
ての 条件， 特 に 環境 妨害 について 考慮 しな けれ ばな ら ない。 
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A. 11.2 検証 

検出 区域の 自動 設定に 関する 機能 要求 事項 は， 次の 試験に よ つて 検証 し な ければ な ら ない。 

a) A.9.2 の a)， b) 及び c) に よ る 試験。 

b) 検出 区域の 境界に 沿 う 最大 75 cm の 回廊の 全て の 部分 を 試験 片が 少な く と も 一回 侵犯す る ことによ つ 
て， 自動 設定 検出 区域が 要求 事項 を 満たす ことの 検証。 

c) 検出 区域の 自動 設定 を 行うた めに は， ツール （例えば， 設定 プログラムへの アクセス 用 パスワード） 
が 必要で ある こ との 検証。 

A.12 垂直 接近の 全身 検出 卜 リ ップ 装置と して 用いる AOPDDR 
A.12.1 機能 要求 事項 

検出 面に 対する 接近 角が ±30° を 超える よ う な 用途に AOPDDR を 用いる とき は， AOPDDR は 参照 境界 
監視の 機能 を 備えなければ な ら ない。 

注記 1 参照 境界 監視 は， 参照 距離と AOPDDR 測定 距離と を 比較す る。 参照 距離 は， AOPD ひ R と 参 
照 境界 (例えば， 壁） との 間の 実際の 距離で ある。 OSSD 力 《オン 状態 を 続ける ために は， 距 
離の 測定値が 参照 距離 土 許容 差 域 幅の 中に 入らなければ ならない。 図 陽 も 参照。 
距離の 測定値が 参照 距離と 許容 差 域との 和 を 超える ときには， OSSD は オフ 状態に ならなければ ならな 
い。 

AOPDDR を 垂直 接近の 全身 検出 ト リ ップ 装置と して 用いる とき は， 検出 能力が 200 mm を 超えて はなら 

ない。 

図 A.1 に 示す よう に， 参照 境界 を 安全 防護壁 開口部の^ に 設定す る 場合 は， 許容 差 域の 幅 （"） は 100 mm 
を 超えて はなら なレ 3 。わ は， AOPDDR が 試験 片 を 確実に 検出す るよう に 十分 小さ な 値で なければ ならない。 
図 A.2 に 示す ように， 許容 差 域の 幅が 100 mm を 超える 場合 は， 開口部の 外側 部分に 重なる 幅 （り） を 確 

保す る 必要が あ る。 „_„ (参照 遠界 (あ… 開. 9 運^) き 太 は M (こ .設_ は. さ. 丄_ 
o は， 次の 式で 計算す る。 

o^{2xTZ)-d 

ここに， 許容 差 域の 幅 

d'. 検出 能力 （200 mm 以下と する。） 

注記 2 この 要求 事項の 目的 は， 人が 検出され ずに 検出 区域の 端 部 を 通り抜け できない こと を 保証す 

る ことで ある。 

4.2.13 に 規定す る 試験 片を 侵入 方向に， 試験 片 軸が 検出 面と 直角 をな すよう に 1.6 m/s の 速さで 侵入 させ 
たと き， 検知 器が 作動し OSSD が オフ 状態に 移行し なければ ならない。 供給者 仕様が 1.6 ni/s 以上で も検 
出で き る と する 場合 は， 指定の 最大 速度に おいて こ の 要求 を 満足 し な ければ な ら ない。 

注記 3 この 要求 事項の 目的 は， 人 又は 人の 部分 力 《 検出 区域 を 通り抜け ると OSSD が オフに なるこ と 
を 保証す る ことで ある。 

OSSD がー 度ォ フ になった ら， 試験 片カ 2 検出 区域 内に ある 間 又は 80 ms のい ずれ か 長い 方の 時間 オフ 状 
態 を 続けなければ ならない。 

注記 4 こ の 要求 事項の 目 的 は， OSSD がー 度ォ フ になったら， 再起動 ィ ン ター ロック が 作動す る （再 
起動 を 禁止す る 状態に なる。） ま でォ フ 状態に ある こと を 保証す る ことで ある。 
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許容 差 域 



図 A.1— 全身 ト リ ッ プ 装置と して 用いる AOPDDR — 例 1 
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図 A.2 —全身 ト リ ッ プ 装置と して 用いる AOPDDR — 例 2 



①②③ 



① ② ③ ④ 



著作 r'' ： りお 断ての 教， お 載';？ は 禁止され ております ( 
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A. 12.2 検証 

次の こと を 検証 し な ければ な ら ない。 

a) ESPE の 附属 文書 は， A.12.1 に 適合す る据 付け を 行うた めに 必要な 情報 を 含んで いる。 

b) 距離 測定値が 参照 境界への 距離と 許容 差 域 幅との 合計 値 を 超える ときには， OSSD が オフ 状態になる。 

c) 検出 能力 は 200 mm 以下で ある 。 

(1) 附属 文書に， 許容 差 域が 100 mm を 超える とき は 検出 区域の 端 部 を 人が 検出され ずに 通過で きない こ 

と を 保証す るた め に 必要な 情報 を 含んで い る 。 
e) 検出 区域の 端 部 （例えば， 各 コーナ） 及び S.2.1.2.1 の 分析で 最も 不利で あると みなされた 場所で， 試 

験片 （長さ 150 mm) を， 侵入 方向に， 試験 片 軸が 検出 面と 垂直になる ようにして 1.6m/s の 速さで 侵 

入 させた とき， OSSD 力 《オフ 状態に 移行す る。 OSSD がー 度 オフに なったら， 試験 片が 検出 区域 内に 

ある 間 又は 80 ms のい ずれ か 長 い 方の 時間 オフ 状態 にと どまる。 

A.13 垂直 接近す る 人の 部位に よる ト リ ッ プ 装置と しての AOPDDR の 使用 
A.13.1 機能 要求 事項 

検出 面に 対する 接近 角が ±30° を 超える よ う な 用途に AOPDDR を 用いる と き は， AOPDDR は 参照 境界 
監視 機能 を 備えなければ ならない。 検出 区域 を 連続 的に 通過 （侵犯） しないで 危険 区域に 到達で きて はな 
ら ない。 

注記 1 参照 境界 監視 は， 参照 距離と AOPDDR 測定 距離と を 比較す る。 参照 距離 は， AOPDDR と 参 
照 境界 （例えば， 壁） との 間の 実際の 距離で ある。 AOPDDR が オン 状態 を 続ける ために は， 
距離の 測定値が 参照 距離 士 許容 差 域 幅の 中に 入ら な ければ な ら ない。 
距離の 測定値が 参照 境界への 距離 と 許容 差 域 幅の 合計 値 を 超え ると き は， OSSD 力^ フ 状態に な ら な け 
れ ばなら ない。 

AOPDDR を 垂直 接近す る 人の 部位に よる ト リ ッ プ 装置と して 用いる とき は， 検出 能力 は 30〜70 mm の 
範囲に なければ ならない。 

図 A.3 に 示す ように， 参照 境界 を 安全 防護壁 開口部の 縁に 股定 する お^は. ぶ ぽんま 域の 幅 （図 A.3 の 《 
の 値） が 指定の 検出 能力の 半分 を 超えて はならない。 図 A.3 のろの 値 は， AOPDDR が 試験 片を 確実に 検出 
する よう に 十分 小さな 値で なければ ならない。 

許容 差 域の 幅が 指定の 検出 能力の 半分 を 超える 場合 は， 図 A.4 に 示す 重なり 幅 (o) が 必要で ある。 

o は， 次の 式で 計算す る。 

o^(2xTZ)-d 

ここに， rz: 許容 差 域の 幅 

d ： 検出 能力 （30 〜フ mm) 

注記 2 この 要求 事項の 目的 は， 人の 部位が 検出 区域 端 部で 検出され ずに 侵入す る ことができな いこ 

と を 保証す る ことで ある。 

OSSD がー 度ォ フ になったら， 試験 片が 検出 区域 内 にある 間 は オフ 状態 を 続 け な ければ な ら ない。 



著作ん,' ； よ-に よ り Hlft での »«. Is 噴^ は 禁止 さ れて お り ま す。 
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図 A.3 — 人の 部位に よる ト リ ッ プ 装置と しての AOPDDR 使用例 一例 1 
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図 A.4 — 人の 部位に よる ト リ ップ 装置と しての AOPDDR の 使用例 一例 2 



①②③ 



① ②③④ 



著作権法 によ り 無断での 複製， 転 一' n ま 禁止され ております。 
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A. 13.2 検証 

次の こ と を 検証す る。 

a) 附属 文書 は， A.13.1 に 適合す る据 付け を 行うた めに 必要な 情報 を 含んで いる。 

b) 距離 測定値が 参照 境界への 距離 と 許容 差 域 と の 合計 値 を 超え ると き は， OSSD がォ フ 状態 になる。 

c) 検出 能力 は 30〜70 mm の 範囲 内に ある。 

d) 附属 文書 は， 許容 差 域が 検出 能力の 半分 を 超える とき は， 検出 区域の 端 部 を 人の 部位が 検出され ずに 
は 通過で きない こと を 保証す るた めに 必要 な 情報 を 含んで いる。 

e) 試験 片が 検出 区域に ある 限り OSSD は オフ 状態 を 続ける。 



著作権法 によ り 無断での 複製， 転— 一… '，止されて おります, 
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附属 書 B 

(規定） 

ESPE 電気 用品の 単一 障害 一覧表 
(5.3 の 危険 側 故障と して 考慮す る もの) 

第 1 部の 附属 書 B (規定） を そのまま 適用す る。 



著作 八 丄 により 鎮 W での « 裏， fc 載 3? は 禁止され てお り ます。 
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附属 書 AA 

(参考） 

種々 の 用途に おける AOPDDR の 使用例 

注記 TSB62046 は， その 附属 書 E に AOPDDR 使用の ための 追加 推奨 事項 を 含んで いる。 TS B 62046 
が JI.S に 制定 さ れた と き に は， こ の 附属 書 AA の 中の 重複 事項 は 削除す る 予定で ある。 

AA.1 一般 事項 

AOPDDR を 使用す る ときには， 次の こ と を 考慮す る ことが 望ま しい。 

a) 危険 源 を 同定し， リスク アセスメント を 行う （JISB9700-1 及び JISB9702 を 参照）。 

b) 関連す る 機械 類の 規格 を 考慮に 入れて， そ の 機械の 保護 装置 として AOPDDR が 適切 か ど う か 確認す 
る。 この 規格が 規定す る AOPDDR は， 指の 保護に は 適さない。 

c) AOPDDR の 附属 文書 を 調べて AOPDDR 適用 上の 要求 事項が 満た されて いるか どう か 確認す る 。 次の 
点に は 特別の 注意 を 払う。 

一 環境 条件 （屋内 使用/屋外 使用， 煙， 雨， 雪， 温度な ど） 

一 検出 対象 物の 反射; 卞 （例えば， 鏡面 反射 特性 を もつ 対象 物の 検出 は 保証され ない。） 

一 背景の 影響 

一 物 又は 人の 移動 速度 

一 陰 （かげ） 領域 （陰 領域 は 固定 物体の 背後に 生じる。 陰 領域 内に いる 人 は AOPDDR で 検出で き 
ない。） 

d) この 附属 書に 示す 例 及び AOPDDR の 附属 文書に 従って， 最小 安全 距離 を 算出す る。 

e) AOPDDR による 検出 を 逃れて 人が 危険 区域に 近づく こ と はでき ない こ と を， 最終 据付 状態に おいて 確 

認 する。 



著作権法 によ り 無断での fc« ^は 禁止され ております。 
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AA.2 機械に お け る AOPDDR 使用例 



平面図 



側面図 




図 AA.1 — 機械に おける AOPDDR 使用例 



最小 安全 距離 S は， J1SB 9715 の 6.2 に 従って， 次の 式 を 用いて 計算す る。 

S=(KXT) + C 

S=() 600 mm/sX7) + (l 200 mm- 0.4 i/) 



K 


人の 移動 速度 = 1 600 mm/s 




C 


最小 検出 物体 か ら 計 ほす る 追加 距離 


C m i n = 850 mm 


H 


床から 検出 面までの 高さ 


が ま ^ 1 5 {d— 50 mm) 


T 


全 応答 時間 


T— ァ AOPDDR + ^MACHINE 


d 


検出 能力 





Taoppdr _. . : . APPDDR や 」を 笞 M 閭 

検出 区域 を 設定す る ときには， 許容 差 域の 値 を 最小 安全 距離 S に加えた 範囲 を 検出 領域 内に 含める。 
な+ 許容 差 域" までの 距離に おいて 試験 片を 検出す る こと 力 5 保証され るよう に， a (検出で きない 領域) 
の 値 は 十分に 小さく する。 試験 片の 直径 （検出 能力） は， 式ゴ =(/7/15) + 50mm [JIS B 9715 の 6.2 の 式 (8) 

を 参照] によって 決める。 



6 \\ t に, 上に よ り 無,；', 、 -. 一 丄 転載 等 は 禁止され てお り ま す。 



① ② (3) (4) ⑤ 
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AA.3 AGV (無人 搬送 車) における AOPDDR 使用例 

平面図 




AGV 
AOPDDR 

検出 面 
検出 区域 
許容 差 域 

検出 区域への 追加 部分 

図 AA.2-AGV における AOPDDR 使用例 

最小 安全 距離 S は， 例えば， AGV の 最大 速度， AOPDDR 応答 時間 （検出 時間） 及び AGV の 制動 距離 も 
考慮して 決める。 

AGV 用 の 保護 装置 として AOPDDR を 用いる ときには， 検出 区域 を 拡張す る 必要が あ る 。 こ の 拡張 部分 
の 値 は， 例えば， AGV 前部の 自由 空間の 不足， 人の 移動 速度 及び ブレーキ 効果の 減少 を 考慮に 入れて 決め 
る。 検出 区域 を 設定す る ときには， 許容 差 域 及び AGV 用途に 特に 必要な 拡張 幅 を 最小 安全 距離 S に カロえ 

る 。 

検出 面 はでき る だけ 床 面 近 く に 設定し， 高さ がが 200 mm を 超えて はなら ない （図 AA.2 の// 及び EN 1525 

参照)。 

AGV が 停止して いる と き に AGV 前部と 検出 区域 と の 間に 人が 立つ こ と がで き る 場合 は， AGV が 発進 し 
た ときの 傷害 を 防ぐ ための 他の 安全 方策 を 備える。 

AA.4 全身 ト リ ッ プ 及び 人の 部位に よる ト リ ッ プの 複合 装置と しての 使用例 

注記 この 用途 例に ついては， A.12 及び AJ3 を 参照。 



① ②③④ ⑤⑥ 



著作権法に よ り 無断での 複冁， S 職:,'; は 禁止 さ れて おります。 
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AA.5 AOPDDR の 応答 時間の 計算 例 
装置の 例 ： 

一 回転 鏡 による AOPDDR 走査 

― 鏡の 回転 周波数 ： 20 Hz (周期 r=50ms)， 許容 差 ±4% 
一 検出 条件 ： 連続 2 回の 180° 走査で 検出 



応答 時間の 計算 ： 

一 検出に 要する 鏡 回転 時間 （往復 2 回 分） 100 ms 

一 180° 走査に 要する 最大 時間 （半 回転） 25 ms 

一 180° 走査 後の 評価 時間 15 ms 

一 鏡 回転 誤差 （125 ms の 4%) 5 ms 

- ESPE リレーの 作動 時間 15 ms 

ESPE の 合計 応答 時間 ： 160 ms 



注記 リレーの 作動 時間が 検出され ない まま 増加す る 障害 は， この 計算の 中で は 考慮して いない。 設 
計に よって は， このような 増加 を 検出で きない 可能性 も ある。 



著作権法 により 無断での 複製， i 3 は 禁止され ております。 
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附属 書 BB 



距離 測定 誤差 と 検出 確率との 関係 

この 規格で いう 検出 確率 は， 距離 測定 誤差 （測定 精度） によって 決まる もので あり， 装置の 故障 確率に 
関係す る もので はない。 検出 区域の 境界に 置かれた 試験 片の 距離 を 測定した と き， 測定値が 検出 区域の 内 
側になる 確率 は， 標準 分布 関数 を 使って 次の よう に 計算で きる。 

- 1 - 

1 



e 2 dz 



この 計算 は， 測定値が 正規分布に 従う という 仮定に 基づいて いる。 図 BB.1 に， 距離 測定 誤差と 検出 区 

域の 関係 を 示す。 



側面図 




AOPDDR 

検出 区域 
試験 片 

測定値の 標準 正規分布 

図 BB.1 — 距離 測定 誤差と 検出 区域との 関係 



換说， 1'_き_ ま 【こ ff_S 直 ¥ き. 考 Jtk な _ ぃ丄， 検出 区域 内での 検出 確率 は と て も 受け入れられな いほ ど 低 く 

なる — _(0. さ. にな. さ.).。 この 規格 は， 装置 供給者が 許容 差 域 を 指定す る こと を 要求して いる。 図 BB.2, 図 BB.4 
及び 図 BB.5 は， 許容 差 域 を 考慮す る ことによって 必要な 検出 確率 力 《達成され る こと を 示す。 この 規格 力 《 
規定す る 許容 差 域に は 幾つかの 異なる 事項が 影!？ する。 図 BB.4 及び 図 BB.5 は 総合的な 許容 差 域 を 示し， 
図 BB.2 は 確率に 関連す る 許容 差 域 © だけ を 示す。 図 BB.4 及び 図 BB.5 に 示す 許容 差 域 ⑥は， 系統的 干渉 
な ど に 依存す る 部分で あ る 。 

検出 区域に 5(j の 追加 域 （図 BB.2 の 許容 差 域） を 加えて "検出" の 判定 をす ると， 検出 区域の 境界に 置 
かれた 試験 片が "検出" される 確率 は， 標準 分布 関数 を 用いて 次のように 算出され る。 



① ②③④ 



著作権法 により 無断での 複製， m, 止されて おります。 
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F(z) - , —— \e 2 dz 
V2ti j 

-co 

= 卜 2.9x10- 7 

この 計算 は 測定値が 正規分布に 従う という 仮定に 基づいて いる。 図 BB.2 は， 距離 測定 誤差 （確率 分布 
曲線)， 検出 区域 及び 許容 差 域の 関係 を 示して いる。 

図 BB.2 において， 測定値 力^ D の 範囲に 入った 場合 だけ を "検出" とする 条件に すれば 図の 位置に ある 
試験 片が 検出 区域 内に ある と 判定され る 確率 は 0.5 である。 AOPDDR に よって 保護し なければ な ら ない 領 
域に 対応して 検出 区域 を 設定す る 場合 は， 計算した 安全 距離に 許容 差 域の 幅 を 加えた 範囲に 入る 測定値 を 
"検出" として 扱わなければ ならない。 図の ② + © の 範囲に 入る 測定値 を 全て "検出" として 扱う 条件に 
すれば， 図の 位 ^ にある 試験 片が 検出され る 確率が 1 一 2.9X10 一 7 になる。 




1(T 3(7 



AOPDDR 

検出 区域 
試験 片 

許容 差 域 （確率 的 部分） 
測定値の 標準 正規分布 

図 BB.2 - 距離 測定 誤差， 検出 区域 及び 確率 的 許容 差 域の 関係 -例 1 




①② ③④⑤ 



著作に; ぶに よ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 
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側面図 



i i i — rr ~ i n 1 i i ^ 

—5 び -3ff - \a 1 a 3n 5a 




AOPDDR 

検出 区域 
§式 ふ A ト| 

許容^^ (確率 的 部分） 
測定値の 標準 正規分布 

図 BB.3 — 距離 測定 誤差， 検出 区域 及び 確率 的 許容 差 域の 関係 一例 1 

図 BB.3 は 許容 差 域の 外側に ある 試験 片が "検出" される こと も あり 得る こと を 示す。 図の 位置に ある 
試験 片が" 検出" される 確率 は 0.022 8 である。 したがって， 検出 区域 及び 許容 差 域 を 設定す る 場合 は， 許 
容差 域の 外縁が 周囲の 固定 物 （例えば， 壁， 機械の 構造 部） から 十分に 離れて いると き だけ 運用の 信頼性 
が 得られる こと を 考慮し なければ ならない [箇条 7 CCC ) も 参照]。 

許容 差 域 （測定 誤差） は， 確率 的で ない もの， 例えば， 背景の 影響に よっても 影響され る。 許容 差 域の 
この 部分 は， 5.3 及び 5.4 によって 検証す る ことが 望ましい。 図 BB.4 及び 図 BB.5 に 総合的な 許容 差 域 （確 
率 的 部分と 系統的 部分との 和） を 考慮した 場合の 関係 を 例示す る。 二つの 図の 違い は， 許容 差 域の 確率 的 
部分 及び 系統的 部分の 大きさが 設計に よって 異なる こと を 示して いる だけで ある。 5 び の 値 あび. 牵 
差の 大きさ は， AOPDDR の 設計に 依存す る。 



①② ③④⑤ 



著作権法 により 無断での 梭 R. ぉ«》 は， 止されて お り ます。 
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側面図 





AOPDDR 

検出 区域 
試験 片 

許容 差 域 （確率 的 部分) 
測定値の 標準 正規分布 
許容 差 域 （系統的 干渉， 



定 分解能な どに 関係す る 部分） 
図 BB.4 — 距離 測定 誤差， 検出 区域 及び 総合 許容 差 域の 関係-例 



側面図 



AOPDDR 

検出 区域 

試験 片 

許容 差 域 （確率 的 部分） 
測定値の 標準 正規分布 

許容 差 域 （系統的 干渉， 測定 分解能な どに 関係す る 部分） 

図 BB.5 — 距離 測定 誤差， 検出 区域 及び 総合 許容 差 域の 関係— 例 1 



著作' ', ,丄 に よ り 赚でめ 籠 紙 械等は 禁止 さ れて お り ま す。 



①②③ ④⑤⑥ 
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A.12.1 は， AOPDDR を 全身 検出 ト リ ップ 装置と して 用いる 場合に ついて 規定して いる。 検出 区域が 侵入 
を 受けた 場合 だけで な く ， 距離の 測定値が 参照 境界までの 距離 と 許容 差 域 幅の 和 を 超えた 場合… (あ _っ_了.( ま _ 
H なレ」 _と&カんす_?_)_」 こも OSSD が オフに なること を 要求して いる。 図 BB.6 は， 参照 境界 （例えば， 壁） 
の 距離 測定値 分布 及び 検出 対象 物… (逸 ffigM 境界 J;J こ の 距離 測定値 分布 を 示す。 C ^ゾ であれば 対 
象 物が 参照 境界の 一部で あると 誤認され る 確率 は 十分 小さい。 C く J の 場合 は， 図 BB.7 に 示す ように， 対 
象 物が 参照 境界と 誤認され て 検出され ない 可能性が ある。 図 BB.6 及び 図 BB.7 は， 簡単 化の ために 確率 的 
側面 だけ を 示して いる。 

注記 C は 検出 区域 境界と 参照 境界との 距離， J は 許容 差 域の 2 倍で ある。 




(I) 参照 境界 
図 BB.6 - 参照 境界 監視 - 測定値の 分布 一例 1 




① 参照 境界 
図 BB.7 - 参照 境界 監視 一 測定値の 分布— 例 2 



著作権法 により 無断での WR， fc« 、は 禁止され ております。 
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この 規格が 要求す る 検出 確率 1—2.9X10 一 7 は， JISB9961 (又は JIS C 0508-1) の 表 3_.(さ_1.レ— 2)— — を 考慮し 

て 決定した。 運用 時の 検出 区域 侵犯 頻度 を 3 回 Zh と 仮定した とき， _し晴_(1_当_ なり" 換_ 出さ 歷適 率： t_l_p 二 6 
をな K こ _ 検出 区域 を 侵犯す る 実体が 検出 さ れな レ ） 確率 を 2 .9 X 1 一 7 以下に 制限 し た。.?:? __X 丄 二 7 j あ _ 
S 通 兌き で-は-諮 羞カ丄 5_cr _ (^厘 幅)… き M え 5 累猜歷 率で あ^ 一. 

： ま 記】 …—さ Ik— ?-. (も… g ぼ もれ)—. 陵 聞-当 プ こ- —り-や— 危險 通き 障-害-」 ど ど だ Q^^^^ 

要-求 丄 しる-?— 丄 回-が 見逃 ふ 適 率-き- _ 2 :?— ベ 二 7 ぶ 皿え れぜ丄 噎^ 

2 え ゴ〒 え 二え な 1 ゃェ 限.. H 6 J^O 人な ゑえ ヒ う-者-えで あ— さ 1 翻定諮 羞.. - (確 

すれば-お k?-P 適 1〔 こ 崖-え—— るよ-考えら— る-。 -.. 
図 BB.1 〜図 BB.5 は， 単一 測定 （lool) における 説明で ある。 AOPDDR 力、 検出 判定に M? り M 評価 論理 

(M〉l， 例えば， 3oo3) 又は AfeoM 評価 論理 （AKM， 例えば， 2oo3) を 用いる 場合が ある。 MooM 評価 

論理 （似〉 1) を 用いる 場合に は， 単一 測定に 必要な 検出 確率 は lool 評価 論理の 場合よりも 高い ことが 必 

要で ある。 

図 BB.8 は， MooM に よ つ て 検出 確率 1 一 2.9 X 10 一 7 を 達成す る 場合， M と 単一 測定に 必要な 検出 確率 （POD) 
と の 関係 を 対数 目盛で 示して いる。 
^2___MqgMjM out 

M 象 まき 換 出-しな-しみ^す 舰諭 壁-であ^ _。_JL おも… ぎ〒 丄 ( ^しきぶ^ 
2 8 t き POD 〒― 1 二 1,0 X ,1 二 8 X： あ § o ― _ 
図 BB.9 は， M?oM によって 検出 確率 1 一 2.9X]0— 7 を 達成す る 場合， 単一 測定に 必要な 検出 確率 （POD) 
及び その POD 達成に 必要な 許容 差 域の 片側 幅 （びの 倍数） を 示して いる。 測定値 は 正規分布に 従う ものと 
する。 

法— 記- 3— — — . . きえ-しも. - 〒― . しき- 〒丄一 A?- お- 丄 ——え = 5— 。 ^ ^ 

a _=：5 ; 6 . で h 7 ?.o - . 図- BB-.8 9).. PQD せ 対 敷- 目. 齄 で-、 - -図 BB9 . ゆえ 0— D— — に ま 直 H _目 までき レス -レ- ？ A 。- -— 
二つの POD 曲線 は 実質的に 同じ ものである。—. 



著作 «丄 により 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 
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POD(Iog) 
卜 1 細- 06 



1-1.00E-07 



1-1.00E-08 



1-1.00E-09 

】 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25 27 29 31 33 35 37 39 41 43 45 47 49 
図 BB.8 — MooM 評価 AT に対する 単一 測定の 検出 確率 （正規分布の 場合） 



Sfffei おにより 無断での^ 製， 転載 等 は 禁止され ております。 
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1 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25 27 29 31 33 35 37 39 41 43 45 47 49 

① cr 

② POD (検出 確率） 

図 BB.9 — ル 評価 (1^M^50) M に 対応して 必要な 単一 測定の 
検出 確率 (POD) 及びび (正規分布の 場合) 



POD 

1-3.0E-07 
1-2.8E-07 
1-2.6E-07 
1-2.4E-07 
1.-2.2E-07 
1-2.0E-07 
1-1.8E-07 
1-1.6E-07 
1-1.4E-07 
1-1.2E-07 
1-1.0E-07 
1-8.0E-08 
1-6.0E-08 
1-4.0E-08 
1-2.0E-08 
1 

M 



著作権法 により 無断での 複製， 転^' お ま 禁止され てお り ます。 
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鍾雄 

JIS B 9700-1 機械 類の 安全性 一 設計の ための 基本概念， 一般 原則 一 第 1 部： 基本 用語， 方法論 

)、 主 I 己 ス、 お心^ 1| 際 規格. ISO 12100-1, Sarety of machinery — Basic concepts, general principles for aesign — Part 
1: Basic terminology, methodology (IDT) 
JIS B 9700-2 機械 類の 安全性 一 設計の ための 基本概念， 一般 原則 一 第 2 部： 技術 原則 

注記 ルゴ リ心 国際規格 - ISO 12100-2， Safety of machinery — Basic concepts, general Dnnciples for design — Part 
2: Technical principles (IDT) 
JIS B 9702 機械 類の 安全性 一 リスク アセスメント の 原則 

注記 対応 国際規格： ISO 14121， Safety of machinery -Principles of risk assessment (IDT) 
JIS B 9705-1 機械 類の 安全性 一 制御システムの 安全 関連 部 一 第 1 部 ： 設計の ための 一般 原則 

注記 対応 国際規格 ： ISO 13849-1, Safety of machinery - Safety-related parts of control systems - Part 1 : 
General principles for design (IDT) 
JIS B 9961 ^械 類の 安全性— 安全 関連の 電気 • 電子 • プログラマ ブル 電子 制御システムの 機能 安全 

注記 対応 国際規格 ： IEC 62061, Safety of machinery - Functional safety of safety-related electrical, 
electronic and programmable electronic control systems (IDT) 
JIS C 0508-1 電気 • 電子 • プログラマ ブル 電子 安全 関連 系の 機能 安全 一 第 1 部 ： 一般 要求 事項 

) 主 百 C 对 ft 、国際規格 •• IEC oi508-l, Functional safety or electrical/electronic/orogrammable electronic 
safety-related systems — Part 1: General requirements (IDT) 
JIS C 0920 電気 機械 器具の 外郭に よ る 保護 等級 （IP コ 一 ド） 

注記 対応 国際規格 ： IEC 60529, Degrees of protection provided by enclosures (IP code) (IDT) 

T さ ゆ Q4 お 20 上 Q …機械 揮せ 安 金-性 二ん き _模せ す. ゑき S_ 設備 や-使用 * 準 

法-記 . -. 対応-国 際-規格- -:- —I-l^/T さ. 62046 :2008,_ __Safety. —9—f .m き?)? か ぶ ひ 二 APJ?!i?- さ tip— 丁 P【 protective . eq_uipraent_ to 
aetect the presence pi persgns (IDT) 
IEC 60812, Analysis techniques for system reliability ― Procedure for failure mode and effects analysis (FMEA) 
IEC 61025, Fault tree analysis (FTA) 

EN 1525:1 997, Safety of industrial trucks ― Driverless trucks and their systems 
注記 EN 1525 は ISO 3691-4-2 に 置き 換わる 予定で ある。 



茗作 により 無断での 複製， 転載 等は禁 I ト. されて お ります。 
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JIS B 9704-3 : 2011 
(IEC 6 1 496-3 : 2008) 

機械 類の 安全性 一 電気 的検知 保護 設備 一 

第 3 部： 拡散 反射 形 能動的 光電 保護 装置に 対する 要求 事項 

解 説 



この 解説 は， 規格に 規定 '記載した 事柄 を 説明す る もので， 規格の 一部で はない。 
この 解説 は， 財団法人 日本規格協会が 編集 '発行す る もので あり， これに 関する 問合せ 先 は， 財団法人 
日本規格協会 である。 

1 今回までの 改正の 経緯 

この 規格 は， 2004 年 3 月に 制定 （以下， 旧規 格と いう。） された 後， 今回の 改正に 至った。 
旧規 格 は， IEC 61496-3:2001 (Ed.l) の 一致 規格であった。 

今回， 社団法人 日本 機械工業 連合会 は， JISB 9704-3 改正 原案 作成 委員会 を 組織し， 2008 年 10 月から 作 
業 を 開始して， IEC 61496-3:2008 (Ed.2) を 対応 国際規格 とする JIS B 9704-3 改正 原案 を 作成した。 2010 
年 7 月 8 日， 原案が 日本 工業 標準 調査 会で 審議 議決され た。 

旧規 格に 対応す る IEC 61496-3:2001 は， 不適切 及び 不明確な 記述が 多かった。 特に， 許容 差 域に 関する 
記述 は 満足し 難い ものであった。 このため， 我が国 は IEC 61496-3 (Ed.2) に 向けて 改善 提案 を IEC/TC44 
に 提出し， 国際規格 改正 チーム （メンテナンス チーム MT61496-3) に エキスパート 3 名 を 派^して 国際 規 
格 案の 改善に 尽力した。 エキスパートの 活躍に よって 国際規格の 記^ は 大幅に 改善され た。 この 規格 は， 
このような 国際 活動 を 反映 している。 

2 今回の 改正の 趣旨 

今回の 改正 趣旨 は， 対応 国際規格が 改正され たので これに ^合させる と ともに， 次のと おりで ある。 

a) 制定 後 5 年が 経過した ので， 陳腐 化した 内容 を 刷新す る。 

b) 記述の 論理 性， 一貫性 を 改善す る。 

c) 表現 を 明確， 簡潔に する。 

なお， 対応 国際規格との 対応の 程度 は， 一致と した。 

3 主な 改正 点 

主な 改正 点 は， 次のと おりで ある。 

a) 検出 能力の 指定 範囲 拡大 旧規 格で は 50〜]00 mm であった が， この 規格で は 30〜200 mm と した。 
検出 能力 （検出 可能 サイズ） を 小さく すると 不要 トリップ を 招く 可能性が 高くな り， 検出 能力 を 大き 

くす ると 見逃しの 確率が 高くなる。 用途に 応じて 適切な 検出 能力 を 指定す る 必要が ある。 改正 規格で 
検出 能力の 上限 を 200 mm にした の は， AOPDDR を 全身 検出 ト リ ップ 用途に 用いる こ と を 想定した も 
ので ある。 全身 検出 用 で は 検出 能力 を 200 mm にしても 見逃しの 可能性 はない と考えられる。 

b) 干渉 光に 対する 強 じん （靭） 性の 強化 せん （閃） 光 灯に よる 妨害に 耐える 要求 及び 試験 条件 を 追加 

解 1 

著作 權法 に よ り 焦 断での MJ!, お «等 は 禁止 さ れて おります。 
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した。 主な 追加 事項 を 次に 示す。 

1) 本体の 4.3.5 第 8 (最後） 項目に せん （閃） 光 灯 を 追加 

2) 本体の 表 2 最下 段に せん （閃） 光 灯に 対する 試験 項目 を 追加 

3) 本体の 5.4.6.2c) 試験に 用いる せん （閃） 光 灯光 源の 仕様 を 追加 

4) 本体の 5.4.6.8 (5.4.6.8.1-5.4.6.8.3) せん （閃） 光 灯 干渉 試験の 項目 追加 

この 規格で は， 繰り返し 点滅す る 光源 を せん （閃） 光 灯光 源 又は ストロボ 光源と 呼ぶ。 せん （閃） 
光 灯光 源はス トロ ボ 光源よ り も フラッシュ 持続 時間が 長く， フラッシュ 周波数が 低い もの をい う。 

c) トリップ 装置に 対する 記述 強化 例えば， 次の 部分の 記述 を 増補した。 

1) 本体の 4.3.8 第 2 段落の 規定 追加 

2) 附属 書 A の A.12 を 増補。 A.13 を 追加 

d) 附属 書 BB の 記述 改善 検出 確率の 説明文 及び 説明 図 を 改良した。 

e) 図の 挿入 場所の 変更 旧規 格に おいて は 図 を 一括して 巻末に 掲げた 力ち この 規格で は 引用す る 文の 近 

く に 挿入した。 

f) 用語の 簡潔 化 旧規 格で は， "電気 的検知 保護 設備"， "拡散 反射 形 能動的 光電 保護 装置" という 長い 用 
語 を 繰 り 返 し 用いた 力ん こ の 規格で は 2 回目 以後 は 略語 ESPE 及び AOPD ひ R を 用いて 簡潔な 文に し た。 



4 審議 中に 問題に なった 事項 

規格 調 il 分科会に おいて 原案に 片仮名 語が 多い ことが 指摘され， 多くの 片仮名 語 を 漢字に 置き換えた。 
指摘 を 受 け た が 漢字 にしなかった 用語 は， 次のと おりで ある。 

一 インタフェース， トリップ， スィッチ， ロックアウト， インター ロック， ノ s 、ン プ， ェン クロージャ， 

ビーム。 

これら の 用語 は， 社団法人 日 本 機械工業 連合会 取 り まとめ の 機械 安全 規格 JIS B 9704 規格 群， JIS B 9960 

規格 群な どで 広く 用いて きた 用語で ある。 用語の 統一的 変更に ついては 今後の 検討 課題と する。 



5 その他 解説 事項 
5.1 検出 能力の 意味 

検出 能力の 意味 は， 次のと おりで ある。 

a) 検出 能力と は， JIS B 9704-1 の 3.3 に 定義 さ れて いるよう に， ESPE の検知 機能 （検出 性能） を 表す パ 
ラ メ タ 全体 をい う が, しばしば 検出 可能な 対象 物の 最少 可能 サイ ズの 意味で 用いられる。 検出 能力が 
50 mm であると いうと き は， 直径 50 mm の 物体 を 指定の 検出 確率で 検出で きる （試験 片を 用いて 検証） 

という 意味で ある。 

b) こ の 規格 は， 検出 能力 30〜200 mm の ESPE が 適用 対象で ある。 こ の 規格で は， 直径 30〜200 mm の範 
囲 内の 指定 サイズより 大きな 物体 （試験 片） は， 検出 区域 内に おいて は 1 一 2.9X10— 7 以上の 検出 確率 
で 検出で きなければ ならない。 この 検出 確率の 値の 根拠 は， 附属 書 BB の 最後の 部分に 記載され てい 

る。 

c) この 規格 は， 30〜200 mm の 範囲 外の 物体 を 検出す る こと を 禁じて いる わけで はない。 指定 値 （例え 
ば， 200 mm) 以上の 物体 は 当然 検出し なければ ならない し， 指定 値 （例えば， 30 mm) 以下の 物体 は 
検出しても しなくて もよ レュ。 ただし， あまりに 小さい 物体 を 検出す る こと は， 不要 トリップの 原因に 
なる 可肯 g'l 生 力 5 ある。 

5.2 許容 差 域の 意味 
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許容 差 域の 意味 は， 次のと おりで ある。 

許容 差 域 を 規定して いる ことが この 規格の 特徴で ある。 AOPDDR は， 検出 対象 物の 距離の 測定値が 基 
準 値 （検出 区域の 大きさに 依存） より 小さ ければ 対象 物が 検出 区域 内に あると 判定して "検出" する。 
距離 測定に は 必ず 誤差が 伴う。 こ の 測定 誤差に よって 距離 測定値が ばらつ く 範 固が 許容 差 域で ある。 
正規分布 （誤差 分布） では， 測定値が" 中央 値 + 5 び" より 大きい 値に ばらつ く 確率 は 1 一 2.9X10_ 7 で 
ある。 したがって， 判定の 基準 値 を 検出 区域より 5 び だけ 大きく すれば 検出 区域 内の 対象 物 は 1—2.9 
X 10_ 7 以上の 確率で 検出され る。 

保護す るべき 領域が 決まったら， その 境界 値より 少なく と も 5 び だけ 大きい 測定値に なった 場合 も "検 
出" の 判定 をせ よ というの が この 規格の 趣旨で ある。 

これ を 実現す るた めに AOPDDR 供給者が 行うべき こと は， 許容 差 域の 大きさ を 明示し， 保數 すべ 
き 領域， 許容 域， 及び AOPDDR の 設定 区域の 関係 を 使用者に 周知させる ことで ある。 

AOPDDR 設定 区域 力 s, 例えば， 次の いずれで あるか を 使用者に 明示す る 必要が ある。 

1) 設定 区域の 外縁に ある 対象 物 は 1 一 2.9X10— 7 の 確率で 検出され る。 

2) 設定 区域の 外縁に ある 対象 物 は 0.5 の 確率で 検出され ない。 

1) の 場合 は， AOPDDR の 設定 区域^ 保護すべき 領域に すれば よい。 

2) の 場合 は， AOPDDR の 設定 区域^ 保護すべき 領域 + 許容 差 域に しなければ ならない。 

附属 書 BB ほ， 許容 差 域の 概念 を 説明す る ものである。 附属 書 BB における 距離 測定値の 分布図 は， 
測定値の ばらつき はあって も 測定 は 100 % 成功す ると いう 仮定に 基づいて モデル 化されて いる。 実際 
に は， 

- 物体 サイ ズが 小さ く 検出 能力の 下限 値に 近い。 

一 物体の 反射率が 小さい。 

一 干渉 光 の 多い 環境に ある。 

一 AOPDDR の 光学 窓が 汚れて いる。 

な ど 多 く の 原因に よって 距離 測定に 失敗す る 可能性が ある。 
図 BB.1 は， 検出 Z 非 検出の 判定 条件 を， 次のように している。 
(D> 測定値 ： 検出 
②く 測定値 ： 非 検出 

すなわち， 検出 判定 条件に 許容 差 域 を 加えて いないので， 検出 区域の 末端に ある 試験 片は 検出され 
る 確率が 50% であり， 検出され ない 確率 も 50 % である。 これで は 保護 装置と しての 目的 を 果たす こ 
とがで きない。 

図 BB.2 は， 検出 Z 非 検出の 判定 条件 を， 次のように している。 
② +©> 測定値 ： 検出 
② +@< 測定値 ： 非 検出 

すなわち， 測定値と 比較す る 基準 値が 検出 区域の 大きさ + 許容 差 域の 大きさに なって いるので， 検 
出 区域の 末端に ある 試験 片が 検出され る 確率 は 1 — 2.9X 10_ 7 となる。 
図 BB.3 も 検出 Z 非 検出の 判定 条件 を， 次のように している。 
② +@> 測定値 ： 検出 
② +@< 測定値 ： 非 検出 

図 BB.3 は， 検出 区域 外に ある 試験 片が 検出され る （不要 トリップ） 確率が ある こと を 示して いる。 
図 BB.4 及び 図 BB.5 は， 測定値に 系統的 誤差 （非 確率 的） が ある 場合の 検出 判定 条件 を 説明して い 
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る。 検出 Z 非 検出の 判定 条件 は， 

② +©>測定 値 ： 検出 
② + ④く 測定値 ： 非 検出 

である 力 も @ の 中に 系統的 誤差 を 含めて いる。 @ = 正規分布の ばらつき 5 び + 系統的 誤差 （©) とす 
る ことによって 検出 区域 末端に ある 試験 片の 検出 確率が 1—2.9X10— 7 となる こと を 示して いる。 図 
B.B.4 と 図 B.B.5 との 相違 は， 確率 的 誤差 © 及び 系統的 誤差 ©の 大きさが 違う だけで ある。 

図 BB.6 及び 図 BB.7 は， 参照 境界 モニタ を 用いる 場合， 参照 境界と 検出 区域との 間隔 を 許容 差 域の 
大きさ を 考慮 し て 十分 離 さない と， 検出 対象 物が 参照 境界 と 誤認 される 確率が 高 くなる こと を 示して 
いる。 

図 BB.6 は， 間隔 C を 許容 差 域の 2 倍にした 例 を 示して いる。 この場合， 検出 対象 物が 参照 境界と 
誤認され る 確率 は， 2.9X10 一 7 である。 

図 BB.7 は， 間隔 C が 許容 差 域の 2 倍より 小さい ので 検出 対象 物が 参照 境界と 誤認され る 確率が 2.9 
X 10— 7 よ り 大きい。 
5.3 不要 卜 リ ッ プの例 

意図す る 対象 物 は 高い 確率で 検出し なければ ならない 力、 意図し ない 物体 を 検出して 頻繁に 機械 を 止め 
られる こと は 使用者に とって 迷惑で ある。 AOPDDR における 不要 トリップに は， 次の ものが ある。 

a) 必要 以上に 小さな 物体 （ちり， 昆虫） を 検出す る。 

30 mm 以下の 物体 を 検出す る こと は， 不要 トリップの 原因に なり 得る。 不要 トリップ は， 機械の 稼 
働 率 を 低下させる。 使用者から は 不要 トリップ を 起こさない AOPDDR を 求められ るから， AOPDDR 
設計者 は， 検出し な ければ な ら ない 最小 サイ ズの ほかに， 検出して はならない 最大 サ ィズを 考慮 す る 
必要が あ る。 本体の 5.4.10 は ， 直径 5 mm 以下の 物体 は 検出す るべき でない こと を 示唆して いる。 

b) 検出 区域 外の 物体 を 検出す る。 

この 規格 は 指定の 検出 区域 内の 対象 物 は ] —2.9X10 一 7 の 検出 確率で 検出す る こ と を 要求して いるが, 
検出 区域の 外側に 存在す る 物体の 検出 を 禁じて はいない （参照 境界 モニタ を 除く。）。 許容 差 域が 大き 
いと 不要 ト リ ッ プが 増える 可能性が ある。 不要 ト リ ッ プを 抑制す るた めに は， 許容 差 域 は 小さい ほど 
望ましい。 

6 原案 作成 委員会の 構成 表 

原案 作成 委員会の 構成 表 を， 次に 示す。 
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